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参考資料１ 干渉調査で使用する伝搬モデルについて 

 

送受信間で見通しが確保できる場合の屋外伝搬モデルとしては、自由空間モデルが一般に

用いられる。一方で、移動無線通信のように見通しが得られる確率が低い場合には、自由空

間モデルと実測値との乖離が大きくなる。そこで、本干渉調査においては自由空間モデルの

他にコードレス電話の適用領域を考慮し、Walfisch－池上モデルの伝搬モデルも使用する。 

同様に屋内伝搬モデルでも、送受信間で見通しとなる場合は自由空間モデルが一般的に用

いられる。しかし、屋内においても家具やオフィスのパーテションなどにより伝搬損が大き

くなり実測値と乖離してしまう。そこで、屋内における干渉検討には、ITU-R にて策定され

た Rec.ITU-R P.1238-6 の屋内伝搬モデルも使用することとした。 

 

(1) 自由空間モデル 

ア 概要 

無限に広く、一様で損失のない誘電媒体の理想的空間を自由空間という。自由空間

で、受信電力は、受信機と送信機の距離の対数関数に従って減衰する。従って、送受

信間で見通しが確保できる場合に使用される伝搬モデルであり、その伝搬損失は以下

の式で表される。 

 

Loss(dB)=20×LOG(4πd/λ) 

D：距離 

λ：波長（単位：m） 1/λ=F/(3.0×108) 

F：周波数(単位：Hz） 

 

イ 適用の根拠 

本モデルは電波伝搬におけるごく基本的なモデルであり、送受信間で見通しが確保

できる場合一般的に用いられている。 
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(2) Walfisch－池上モデル 

ア 概要 

回折理論を用いて建物高や道路幅等の市街地の状況を考慮したモデルである。

Walfisch－池上モデルの伝搬損失は次式で与えられる。 

 

L=L0+Lrts+Lmsd 

L0=32.4+20logd+20logf 

Lrts=-16.9-10logw+10logf+20log∆hm 

-10+0.354θ(0≦θ＜35°) 

+  2.5+0.075(θ-35) (35≦θ＜55°) 

4-0.114(θ-55) (55≦θ≦90°) 

Lmsd=54-18log(1+∆hb)+18logd-9logb 

+  [-4+0.7(f/925-1)]logf (中小都市) 

[-4+1.5(f/925-1)]logf (大都市) 

 

∆hb=hb-hroof (hb＞hroof) 

∆hm=hroof-hm (hroof＞hm) 

 

ここで、 

f ：周波数 [MHz] (800～2,000MHz) 

hb：基地局アンテナ高 [m] (５～50m) 

hm：移動局アンテナ高 [m] (１～3m) 

d ：距離 [km] (0.02～５km) 

b ：建物間隔 [m] 

w ：道路幅 [m] 

hroof：建物高 [m] 

θ：道路角 [°] (０～90°) 

 

イ 適用の根拠 

本モデルは ITU-R から勧告( ITU-R P.1411)されており、主に１km 以下の伝搬損失を

推定するために用いられている。また、COST 231 の Final Report にも伝搬モデルと

して記述されている。 

 

干渉検討パラメータ 

Walfisch－池上モデルを適用する場合は、以下のパラメータを用いる。 
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共通パラメータ 

建物間隔 b 40 m 

道路幅 w 20 m 

道路角 θ (0～90°) 90° 
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(3) Rec. ITU-R P.1238-6 屋内伝搬モデル 

ア 概要 

屋内の Wireless LAN などの短距離通信に用いられる家具やオフィスのパーテショ

ンなどによる損失を考慮したモデルである。Rec. ITU-R P.1238-6 屋内伝搬モデルの伝

搬損失は次式で与えられる。 

 

Ltotal=20logf+Nlogd+Lf(n)-28 

 

ここで、 

f ：周波数 [MHz] (900MHz～100GHz) 

d ：距離 [m] (１～1000m) 

N ：距離損失係数 

 

周波数 居住空間 事務所 

900MHz － 33 

1.2-1.3GHz － 32 

1.8-2GHz 28 30 

 

Lf(n)：床浸入損失（床の数を n とする） 

 

周波数 居住空間 事務所 

900MHz － 

9 (1 フロアー) 

19 (2 フロアー) 

24 (3 フロアー) 

1.8-2GHz 4 n 15+4 (n-1) 

 

イ 適用の根拠 

本モデルは ITU-R SG3 にて検討されたモデルであり、Wireless LAN を含めた屋内

干渉検討で一般的に用いられている。 

 

 

(4) モンテカルロシミュレーションで用いる伝搬モデルについて  

 シミュレーションで使用する与干渉局と被干渉局との間の伝搬モデルについては、移動

通信用 に用意された拡張秦モデル(Extended Hata model)を用いた。拡張秦モデルは、伝

搬距離、環境、使用周波数帯によって、下表のとおり、伝搬 損失を求める式を分けてい

る。 

 

85 
 

 

 

 



86 
 

参考資料２ DECT 方式における自営 PHS 方式の制御チャネル保護条件の計算 

 

１．自営 PHS 方式の制御チャネル保護に必要な所要改善量の計算 

 DECT 方式の親機及び子機（以下「DECT 親機」及び「DECT 子機」という。）の電波発

射が、自営 PHS 方式の子機（以下「PHS 子機」という。）の制御チャネル受信に与える干

渉影響を調査し、自営 PHS 方式の制御チャネル保護のために必要な所要改善量を計算する。 

 

１．１ 調査モデル 

調査モデルとしては、同一屋内に DECT 親機／子機と PHS 子機を１対１正対で設置

し、伝搬モデルは ITU-R P.1238-6 屋内伝搬モデル（事務所）を使用し、離隔距離 10m

の静的環境における非確率的な評価を実施して所要改善量を算出することで評価を行う。 

図 参２－１に調査モデルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 参２－１ 自営 PHS 方式の制御チャネル受信に対する干渉影響調査モデル 

 

人体吸収損は PHS 子機のみに含め、DECT 方式の与干渉量としては代表的な DECT

製品のスペクトラム特性に自営 PHS 方式のフィルタ特性で帯域制限した干渉軽減係数

(IRF：Interference Reduction Factor)を考慮した送信電力を用いる。 

自営 PHS 方式の制御チャネルの受信許容干渉レベルは、PHS 子機の平均受信レベル

－65dBm に対して BER=10-4 における所要 SIR（受信レベル対干渉レベル比）を 14dB

確保し、フェージングマージン 11dB を含めた－90dBm 以下とする。 

調査モデルの結合損を表 参２－１に、調査モデルのパラメータを表 参２－２に示す。 

 

表 参２－１ 調査モデルの結合損 

離隔距離損（10m） 67.6 dB 

送信アンテナ利得 ４ dBi 

送信給電系損失 ４ dB 

その他損失（壁損等） ０ dB 

受信アンテナ利得 ２ dBi 

受信給電系損失 ０ dB 

人体吸収損 ８ dB 

調査モデルの結合損 69.6 dB 
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表 参２－２ 調査モデルのパラメータ 

自営 PHS 方式送信電力 19 dBm 

DECT 方式送信電力 20.5 dBm 

自営 PHS 方式受信帯域幅 0.192 MHz 

DECT 方式占有周波数帯域幅 1.728 MHz 

自営 PHS 方式受信帯域幅損失 9.5 dB 

自営 PHS 方式子機平均受信レベル －65 dBm 

所要 SIR 14 dB 

フェージングマージン 11 dB 

 

代表的な DECT 製品のスペクトラム特性の近似式と図を表 参２－３及び図 参２－２

に示す。 

 

表 参２－３ DECT 方式のスペクトラム特性の近似式 

中心周波数からの周波数差 スペクトラム特性の近似式 

０ ～ ±0.5 MHz ０ ＊ 周波数差 ＋ ０ dBc 

±0.5 ～ ±0.75 MHz -140 ＊ 周波数差 ＋ 70 dBc 

±0.75 ～ ±1.25 MHz ０ ＊ 周波数差 － 35 dBc 

±1.25 ～ ±2 MHz -40 ＊ 周波数差 ＋ 15 dBc 

±2 ～ ±3.5 MHz -10 ＊ 周波数差 － 45 dBc 

±3.5 ～  MHz ０ ＊ 周波数差 － 80 dBc 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 参２－２ 代表的な DECT 製品のスペクトラム特性の近似式の図 
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１．２ 所要改善量の計算 

 調査モデルにおける DECT 方式の電波発射から自営 PHS 方式の制御チャネル受信を

保護するのに必要な所要改善量の計算結果を表 参２－４に示す。調査モデルの結合損及

び所要改善量は以下の式となる。 

 

調査モデルの結合損＝離隔距離損＋人体吸収損－送信アンテナ利得－受信アンテナ利得 

所要改善量＝DECT方式与干渉量－調査モデルの結合損－自営PHS方式受信許容干渉レ

ベル 

 

表 参２－４ 自営 PHS 方式の制御チャネル受信を保護するに必要な所要改善量の計算

結果 
DECT キャリア番号

と周波数(MHz) 

PHSキャリア番号と

周波数(MHz) 
周波数差 

DECT 与干渉量 

（IRF 考慮） 

調査モデルの結合損

（屋内伝搬：事務所）
所要改善量 

F1 1,895.616 ch12 1,898.45 2.834 MHz -62.4 dBm 69.6 dB -42.0 dB 

F1 1,895.616 ch18 1,900.25 4.634 MHz -69.0 dBm 69.6 dB -48.6 dB 

F2 1,897.344 ch12 1,898.45 1.106 MHz -24.0 dBm 69.6 dB -3.6 dB 

F2 1,897.344 ch18 1,900.25 2.906 MHz -63.1 dBm 69.6 dB -42.7 dB 

F3 1,899.072 ch12 1,898.45 0.622 MHz -6.1 dBm 69.6 dB 14.3 dB 

F3 1,899.072 ch18 1,900.25 1.178 MHz -24.0 dBm 69.6 dB -3.6 dB 

F4 1,900.800 ch12 1,898.45 2.350 MHz -57.5 dBm 69.6 dB -37.1 dB 

F4 1,900.800 ch18 1,900.25 0.550 MHz 4.0 dBm 69.6 dB 24.4 dB 

F5 1,902.528 ch12 1,898.45 4.078 MHz -69.0 dBm 69.6 dB -48.6 dB 

F5 1,902.528 ch18 1,900.25 2.278 MHz -56.8 dBm 69.6 dB -36.4 dB 

F6 1,904.256 ch12 1,898.45 5.806 MHz -69.0 dBm 69.6 dB -48.6 dB 

F6 1,904.256 ch18 1,900.25 4.006 MHz -69.0 dBm 69.6 dB -48.6 dB 

F6 1,904.256 ch35 1,905.35 1.094 MHz -24.0 dBm 69.6 dB -3.6 dB 

F6 1,904.256 ch37 1,905.95 1.694 MHz -41.8 dBm 69.6 dB -21.4 dB 
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２．自営 PHS 方式の制御チャネル保護に必要なキャリアセンスレベルの計算 

２．１ キャリアセンスレベルの計算の考え方 

キャリアセンスレベルを計算するにあたっては、2010 年（平成 22 年）４月 20 日の「小

電力無線システム委員会報告書」（以下「前回報告書」という）で用いられたパラメータをも

とに計算を行うが、次の点について前回報告書の計算方法から変更又は新たな考え方を

追加した。 

 

(1) 子機の受信レベルについて 

前回報告書では自営 PHS 方式の子機（以下「PHS 子機」という。）が通信している

ときの平均受信レベルを－65dBm としている。これを基準に、DECT 方式の子機（以

下「DECT 子機」という。）の平均受信レベルについては、PHS 子機の平均受信レベ

ル－65dBm を、DECT 子機の受信帯域幅で帯域換算した下記の値とした。DECT 方式

の親機と子機の間の平均通信距離はこの受信レベルを前提とする。ここで、PHS 方式

の受信帯域幅は 0.192MHz、DECT 方式の受信帯域幅は 1.152MHz とする。 

－65 + 10 x log (1.152 / 0.192) ＝－57.2dBm 

 

(2) 子機のアンテナ利得について 

前回報告書では子機のアンテナ利得は４dBi で計算していた。しかし、実際の子機の

ほとんどは０dBi 程度であること、筐体内に収容できる小型アンテナを想定すると２

dBi が妥当であることから、各方式の子機のアンテナ利得は２dBi とした。 

 

(3) DECT 方式が PHS 方式の制御チャネルに与える影響について 

DECT 方式のキャリア F3、F4 は自営 PHS 方式の制御チャネルをその占有周波数帯

域内に含んでいるため主波が直接影響するが、干渉として問題となるのは PHS 方式の

受信帯域幅に入る部分である。占有帯域幅 1.728MHz のうち PHS 方式の受信帯域幅に

入る割合は 10×log(0.192／1.728) ＝ －9.5dB となるので、制御チャネルに対する干渉

検討を行う際は DECT 方式の与干渉電力から 9.5dB を減じて計算する。表 参２－３

に示した代表的な製品のスペクトラム特性に PHS フィルタ特性で帯域制限した干渉

軽減係数(IRF：Interference Reduction Factor)を考慮したものを用い、周波数差は最も

小さい 0.55MHz とすると（DECT F4:1900.8MHz、PHS ch18:1900.25MHz）、DECT

方式の与干渉電力は 13.5dBm となる。なお、PHS フィルタ特性による減衰分はマー

ジンとして処理する。 
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２．２ 自営 PHS 方式の制御チャネル保護に必要なキャリアセンスレベルの計算 

DECT 方式の親機（以下「DECT 親機」という。）が PHS 子機の制御チャネル受信を

保護するのに必要なキャリアセンスレベルを計算する。ここでいうキャリアセンスレベ

ルとは、DECT 親機が PHS 親機の発射する制御チャネルの電波を検知し、PHS 方式の

制御チャネルを占有周波数帯域に含むDECT方式のキャリア周波数利用を規制してPHS

子機の制御チャネル受信を保護するレベルのことである。 

自営 PHS 方式の制御チャネル受信への干渉モデルを図 参２－３に、自営 PHS 方式の

装置パラメータ及び DECT 方式の装置パラメータを表 参２－５及び表 参２－６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 参２－３ 自営 PHS 方式の制御チャネル受信への干渉モデル 

 

キャリアセンスレベルの計算は以下の手順で行う。 

手順１：表 参２－７に示す計算式により区間ごとに伝搬損失を計算し、伝搬損失から

当該区間の伝搬距離を計算する。計算は ITU-R P.1238-6 屋内伝搬モデル（事

務所）を使用する。 

手順２：表 参２－８に示す計算式により区間の伝搬距離を計算し、伝搬距離から該当

区間の伝搬損失を計算する。計算は、ITU-R P.1238-6 屋内伝搬モデル（事務

所）を使用する。 

手順３：計算した各区間の伝搬損失及び伝搬距離から表 参２－10 に示す計算式によ

り DECT 親機におけるキャリアセンスレベルを計算する。 

 

表 参２－５ 自営 PHS 方式の装置パラメータ 

項目 略号 設定値 

占有周波数帯幅 PHS_txbw 0.288 MHz 

受信帯域幅 PHS_rxbw 0.192 MHz 

基地局送信出力 PHS_cs_pow 19 dBm 

移動局送信出力 PHS_ps_pow 19 dBm 

基地局アンテナ利得 PHS_cs_ant ４ dBi 

移動局アンテナ利得 PHS_ps_ant ２ dBi 

受信希望レベル PHS_ps_rcv -65 dBm 

SIR＋FedMgn PHS_ps_sir 25 dB 
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表 参２－６ DECT 方式の装置パラメータ 

項目 略号 設定値 

占有周波数帯幅 DECT_txbw 1.728 MHz 

受信帯域幅 DECT _rxbw 1.152 MHz 

基地局送信出力 DECT _bs_pow 20.5 dBm 

移動局送信出力 DECT _ps_pow 20.5 dBm 

基地局アンテナ利得 DECT _bs_ant ４ dBi 

移動局アンテナ利得 DECT _ps_ant ２ dBi 

受信希望レベル DECT _ps_rcv -57.2 dBm 

PHS 制御チャネルへの干渉抑圧 DECT_phs_irf 16.5 dB 

 

表 参２－７ 計算式（伝搬損失） 

区間 計算式 

L1 PHS_cs_pow+PHS_cs_ant+PHS_ps_ant-PHS_ps_rcv 

L2 DECT_bs_pow+DECT_bs_ant+DECT_ps_ant-DECT_ps_rcv 

L3 DECT_ps_pow+DECT_ps_ant+PHS_ps_ant-PHS_ps_rcv+PHS_ps_sir-DECT_phs_irf 

L5 DECT_bs_pow+DECT_bs_ant+PHS_ps_ant-PHS_ps_rcv+PHS_ps_sir-DECT_phs_irf 

 

表 参２－８ 計算式（伝搬距離） 

区間 計算式 

L4’ L1+L5 

L4’’ L1+L2+L3 

 

表 参２－９ 計算結果（伝搬損失、伝搬距離） 

区間 伝搬距離 [m] 伝搬損失 [dB] 

L1 55.9 90.0 

L2 34.5 83.7 

L3 103.0 98.0 

L5 120.1 100.0 

L4’ 176.0 104.9 

L4’’ 193.4 106.2 

 

表 参２－10 計算式（キャリアセンスレベル） 

区間 計算式 

CS_L4’ PHS_cs_pow+PHS_cs_ant+DECT_bs_ant-L4' 

CS_L4’’ PHS_cs_pow+PHS_cs_ant+DECT_bs_ant-L4’’ 

 

表 参２－11 計算結果（キャリアセンスレベル） 

区間 キャリアセンスレベル [dBm] 

L4’ -77.9 

L4’’ -79.2 
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参考資料３ キャリア送信条件の見直しにかかる干渉実験について 

 

図 参３－１に示す実験装置を準備して、以下の手順で検証を行う。 

 

 自営 PHS 方式の子機に希望受信レベルである－65dBm(48dBμV(EMF))で自営 PHS

方式の親機の制御チャネルを受信させる 

 信号発生器で DECT 方式の変調波を送信し、自営 PHS 方式の子機に電波干渉を与え

る（このとき DECT フレームの全スロットに対して信号を発生させる） 

 キャリア F2 については最大空中線電力に調査モデルの結合損を加えた電力を与え、

キャリア F3 及び F4 については制御した空中線電力に調査モデルの結合損を加えた

電力を与える 

 自営PHS方式の子機でチャネル切替え発生の有無又は同期外れ発生の有無と発着信

における呼損の有無を確認する 

 マージンを確認するため、干渉電力を１dB ステップで増加させながら、上記確認を

繰り返す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 参３－１ 干渉実験構成図 
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ア キャリア F2 利用（空中線電力制御なし） 

＜実験方法＞ 

 自営 PHS 方式の子機の受信制御チャネルを ch12 とする 

 調査モデルの結合損（－69.6dBm）を考慮した最大空中線電力で、DECT 方式

の変調波をフレームの全スロットで発生させ、自営 PHS 方式の子機にチャネル

切替え（ch12→ch18）又は同期外れが発生するかを確認し、問題なければ発着

呼試験で呼損発生の有無を確認する 

 与干渉量を１dB 増加し、自営 PHS 方式の子機にチャネル切替え（ch12→ch18）

又は同期外れが発生するかを確認し（30～60 秒モニタ）、問題なければ１dB ス

テップ単位で与干渉量を増加していき、チャネル切替え又は同期外れが発生す

る与干渉量を記録する 

 上記を 50 回繰り返し、平均をとってマージンを計算する 

 

＜実験結果＞ 

  実験結果を表 参３－１に示す。 

 

表 参３－１ キャリア F2 の干渉実験結果 

 

 

 

 

 

 

 自営 PHS 方式の子機における制御チャネルの同期維持及び発着呼には問題なく、

表 参２－４に示す計算結果では所要改善量 －3.6dB の見込みに対して、実験結果

は－8.1dB の所要改善量となり、計算結果は妥当であると言える。なお、実験結果

の所要改善量相当の離隔距離は 5.4m となる。 
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イ キャリア F3 利用（空中線電力制御あり） 

＜実験方法＞ 

 自営 PHS 方式の子機の受信制御チャネルを ch12 又は ch18 とする 

 制御された空中線電力を０dBm とし、結合損を考慮した電力（－69.6dBm）で

DECT 方式の変調波をフレームの全スロットで発生させ、自営 PHS 方式の子機

にチャネル切替え又は同期外れが発生するかを確認し、問題なければ発着呼試

験で呼損発生の有無を確認する 

 与干渉量を１dB 増加し、自営 PHS 方式の子機にチャネル切替え又は同期外れ

が発生するかを確認し(30～60 秒モニタ)、問題なければ１dB ステップ単位で与

干渉量を増加していき、チャネル切替え又は同期外れが発生する与干渉量を記

録する 

 上記を 50 回繰り返し、平均をとってマージンを計算する 

 

＜実験結果＞ 

  実験結果を表 参３－２に示す。 

 

表 参３－２ キャリア F3 の干渉実験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 自営 PHS 方式の子機における制御チャネルの同期維持、及び発着呼には問題なく、

空中線電力を制御して０dBm とした場合、表 参２－４に示す計算結果の ch12 に対

する所要改善量 14.3dB に空中線電力を制御した所要改善量－6.2dB の見込みに対

して、実験結果は－5.1dB の所要改善量となり、表 参２－４に示す計算結果の ch18

に対する所要改善量 －3.6dB に空中線電力を制御した所要改善量－24.1dB に対し

て実験結果は－23.8dB の所要改善量となるため、空中線電力を０dBm に制御するこ

とは妥当であると言える。なお、実験結果の所要改善量相当の離隔距離は ch12 で

6.8m、ch18 で 1.6m となる。 
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ウ キャリア F3、F4 同時利用（空中線電力制御あり） 

＜実験方法＞ 

 自営 PHS 方式の子機の受信制御チャネルを ch12 又は ch18 とする 

 制御された空中線電力を－5dBm とし、結合損を考慮した電力(－74.6dBm)で

DECT 方式の変調波をフレームの全スロットで発生させ、自営 PHS 方式の子機

にチャネル切替え又は同期外れが発生するかを確認し、問題なければ発着呼試

験で呼損発生の有無を確認する 

 与干渉量を１dB 増加し、自営 PHS 方式の子機にチャネル切替え又は同期外れ

が発生するかを確認し(30～60 秒モニタ)、問題なければ１dB ステップ単位で与

干渉量を増加していき、チャネル切替え又は同期外れが発生する与干渉量を記

録する 

 上記を 50 回繰り返し、平均をとってマージンを計算する 

 

＜実験結果＞ 

 実験結果を表 参３－３に示す。 

 

表 参３－３ キャリア F3 の干渉実験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 自営 PHS 方式の子機における制御チャネルの同期維持、及び発着呼には問題なく、

空中線電力を制御して－5dBm とした場合、表 参２－４に示す計算結果の ch12 に

対する所要改善量 14.3dB に空中線電力を制御した所要改善量－11.2dB の見込みに

対して、実験結果は－9.9dB の所要改善量となり、表 参２－４に示す計算結果の

ch18 に対する所要改善量 24.4dB に空中線電力を制御した所要改善量－1.1dB の見

込みに対して実験結果は－5.9dB の所要改善量となるため、計算結果は妥当である

と言える。なお、実験結果の所要改善量相当の離隔距離は ch12 で 4.7m、ch18 で

6.4m となる。 
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参考資料４ 電波防護指針への適合について 

 

１ 電波防護指針への適合について 

 電波法施行規則第 21 条の３では、人体に好ましくないと考えられる生体作用を及ぼさな

い安全な状況であるために推奨される指針が定量的に明らかにされており、これに基づき、

システムの運用形態に応じて、電波防護指針に適合するようシステム諸元の設定に配慮す

る必要がある。 

 表 参４－１に示す電波防護指針の基準値に照らした適合性について以下のとおり検討

を行った。 

表 参４－１ 電波防護指針の基準値（抄） 

周波数 f [MHz] 電界強度 磁界強度 電力束密度 平均時間 

1.5GHz を超え

300GHz 以下 
61.4 [V/m] 0.163 [A/m] １ [mW/cm2] ６分 

注 上表では、電界強度、磁界強度、電力束密度の数値がそれぞれ規定されているが、

自由空間における波動インピーダンスは 120π［Ω］であるので、各数値の意味は同

一である。 

 

①  デジタルコードレス電話の諸元 

 デジタルコードレス電話の無線局のうち、自営 PHS 方式、DECT 方式、sXGP 方式の

それぞれの親機（中継する無線局を含む。以下同じ。）における最大等価等方輻射電力は

表 参４－２のとおりである。なお、子機については、移動する無線局に該当することか

ら、電波法施行規則第 21 条の３の適用除外の扱いとなる。 

 

表 参４－２ デジタルコードレス電話の無線局の最大 EIRP 等 

デジタルコードレス電話の無線局 空中線利得 空中線電力 最大 EIRP 

自営 PHS 方式の親機 ４dBi 80mW 0.2W 

DECT 方式の親機 ４dBi 240mW 0.6W 

sXGP 方式の親機 ４dBi 200mW 0.5W 

 

②  垂直コリニアアレー（屋内等）に対する算出式による離隔距離の評価 

電気通信技術審議会諮問第 104 号「電波防護指針への適合を確認するための電波の強

度の測定方法及び算出方法」（平成 10 年 11 月 30 日）のうち、「事例３ 垂直コリニアア

レー（屋内等）」の空中線利得４dBi の場合、コリニアアレーアンテナに対する算出式が

想定され、電波の強度の算出式（無線設備から発射される電波の強度の算出方法及び測

定方法（平成 11 年郵政省告示第 300 号（平成 11 年４月 27 日））は以下の通りとなる。

なお、「事例３ 垂直コリニアアレー（屋内等）」の場合のアンテナ等の諸元は下図の通り。 
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K
RD

P
S 

20
 

S：電力束密度[mW/cm2]  

P：空中線入力電力[W] 

R：算出に係る送信空中線と算出を行う地点との距離[m] 

D：送信空中線の最大寸法[m] 

K：反射係数 

すべての反射を考慮しない場合：K＝1 

大地面の反射を考慮する場合 （略） 

算出に係る送信空中線と算出を行う地点との距離 R は、距離 R が 0.6D2/λ以

下の場合には、 

       
DS

PK
R

20
  ・・・（式１）と表すことになる。 

【参考】基本算出式による離隔距離の評価 

平成 11 年郵政省告示第 300 号（平成 11 年４月 27 日）に基づき、式１の基本算出式

を用いて、離隔距離の評価を行う。 

S：電力束密度[mW/cm2]  

P：空中線入力電力[W] 

R：算出に係る送信空中線と算出を行う地点との距離[m] 

D：送信空中線の最大寸法[m] 

K：反射係数 

すべての反射を考慮しない場合：K＝１ 

大地面の反射を考慮する場合 （略） 

算出に係る送信空中線と算出を行う地点との距離 R は、 

S

PGK
R

40
 ・・・（式２）と表すことになる。 

 

２ 算出結果 

 離隔距離算出については、「すべての反射を考慮しない場合」、「大地面の反射を考慮する

場合」及び「算出地点付近にビル、鉄塔、金属物体等の構造物が存在し強い反射を生じさ
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せるおそれがある場合」があるが、デジタルコードレス電話の親機においては、大地面の

反射は考慮する必要はなく、算出結果は表 参４－３のとおりとなる。 

 

表 参４－３ 電波防護指針を満足する離隔距離の算出結果 

 自営 PHS 親機 DECT 親機 sXGP 親機 

離隔距離 0.32cm 0.95cm 0.80cm 

【参考】基本算出式

による評価 
4.0cm 6.9cm 6.3cm 

 

 

３ デジタルコードレス電話の無線局のうち親機の防護指針への適合性 

 デジタルコードレス電話の無線局のうち親機の電波防護指針への適合性については、

DECT 親機において 0.95cm であり、通常の運用状態において、デジタルコードレス電話

の親機は固定的に設置され、子機までの通信を行うものであることから、親機のアンテナ

から人体までの距離は離隔距離以上確保されることが想定されることから、電波法施行規

則第 21 条の３の規定に適合している。 
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参考資料５ TD-LTE 方式の概要 

 

１ フレーム構造 

 １フレームの長さは 10ms で、10 個のサブフレームで構成されている。 

 

1 フレーム 10ｍｓ

#0 #1 #2 #3 #4 #5 #6 #7 #8 #9

1 サブフレーム １ｍｓ

1 スロット 0.5ｍｓ ＝ ７シンボル

1 シンボル

66.7µｓ

CP

CP : サイクリック・プリフィックス

1 2 3 4 5 60

マルチパスフェージングによる波形歪みから⽣じるサブキャリア間の⼲渉を軽減するためのガード期間

実効データ

 
 

２ サブフレームのアップリンク、ダウンリンクのパターン 

サブフレームの構成パターンは下記の７通りが規定されている。 

U: アップリンクサブフレーム D: ダウンリンクサブフレーム,   S: スペシャルサブフレーム

#0 #1 #2 #3 #4 #5 #6 #7 #8 #9

10ms

＃0 ＃1 ＃2 ＃3 ＃4 ＃5 ＃6 ＃7 ＃8 ＃9

0 D S U U U D S U U U

1 D S U U D D S U U D

2 D S U D D D S U D D

3 D S U U U D D D D D

4 D S U U D D D D D D

5 D S U D D D D D D D

6 D S U U U D S U U D

サブフレーム番号UL/DL
構成番号

３GPPで定義されているフレーム構成

sXGP方式ではアップリンクとダウンリンクのサブフレーム数が同じである構成番号１を採用
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３ スペシャルサブフレーム 

スペシャルサブフレームは下りから上りへの切り替えを行うサブフレームであり、上り

シンボル、下りシンボル及びガードタイムから構成される。 

 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

0 D D D U

1 D D D D D D D D D U

2 D D D D D D D D D D U

3 D D D D D D D D D D D U

4 D D D D D D D D D D D D U

5 D D D U U

6 D D D D D D D D D U U

7 D D D D D D D D D D U U

8 D D D D D D D D D D D U U

OFDMシンボル番号
構成番号

U: 上りシンボル D: 下りシンボル,   空⽩: ガード期間

1ms 14ｼﾝﾎﾞﾙ

3GPPで定義されているスペシャルサブフレームの構成

D S U U D D S U U D

10ms

sXGP方式では、ガード期間の長い構成番号０又は５を採用
 

 

４ リソースブロック（RB） 

周波数軸上では 12 サブキャリア（サブキャリア間隔は 15kHz）を基本単位としている。

12 サブキャリアと時間軸上の１スロット分で囲まれた部分を RB といい、ユーザへの割当

はこの時間的に連続する２RB 単位で行われる。 

 

15kHz

１RB 12×7＝84RE(Resource Element)

周波数

時間  
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５ キャリアの帯域幅と RB 数 

キャリアの帯域幅と RB 数の関係は下表に示す。sXGP 方式では、1.4MHz 及び５MHz を

採用している。 

1.4MHｚ

3MHｚ

5MHｚ

10MHｚ

20MHｚ

リソースブロック数帯域幅

6

15

25

50

100
 

180kHz 180kHz

6RB 1.08MHｚ 25RB 4.5MHｚ

1
m

s

1.4MHzキャリア 5MHzキャリア

１RB 84RE(Resource Element)
 

 

６ 無線リソースの割当 

ユーザへの無線リソースの割当は、各ユーザの回線状況に応じて、時間軸上で連続する

２つの RB 単位で割り当てられる。アップリンクはシングルキャリアで連続した周波数で

割り当てられる。 

D

U

S

U

D

D

S

U

U

D

下り OFDM 上り SC-FDMA（シングルキャリア）

周波数

時間

ユーザ１

ユーザ２

ユーザ３
RB
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７ ダウンリンクの制御信号 

(1) リファレンス信号（Reference Signal） 

リファレンス信号は端末で下り回線の信号を同期検波するための基準信号である。RB 内

で下図のように配置され、すべての下りのサブフレームにおいて送信されるリファレンス

信号が配置されている場所ではデータ伝送は行わない 

18
0k

Hz

1ms

D S D DU U

ダウンリンクの領域 時間

周
波

数

 
(2) 基地局同期信号及びシステム報知信号 

端末が基地局を識別するための基地局同期信号及び端末にシステム情報を通知するため

のシステム報知信号が定期的に報知される。端末がシステムで利用されるキャリアの帯域

幅を意識せずに受信できるよう帯域の中央に配置される。 

 

(3) リソース割当情報等の制御信号 

無線リソースの割当情報、送達確認情報、呼出情報などの制御情報を送信する。ダウン

リンクのサブフレーム及びスペシャルサブフレームの先頭に配置される。 

ｻﾌﾞﾌﾚｰﾑ 1ms 

システム報知信号 基地局同期信号

シ
ス

テ
ム

帯
域

幅

D S D DU U S DU U

下り制御信号

6
R
B
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８ アップリンクの制御信号 

端末からの基地局への送達確認信号、受信品質の通知、リソース割当等の制御情報を送

信する。この制御信号はシステム帯域の両端の領域で送信される。 

 

シ
ス

テ
ム

帯
域

幅

D S D DU U S DU U

アップリンクの制御信号が送信される領域
 

 

 

９ データ通信速度と到達距離 

 TD-LTE 方式のユーザデータ通信速度と到達距離は変調方式により次のとおりである。 

 

 QPSK 16QAM 64QAM 

1.4MHz 

システム 

下り 166kbps 826kbps 2.1Mbps 

上り 58kbps 272kbps 694kbps 

到達距離 約 630m 約 330m 約 130m 

5MHz 

システム 

下り 723kbps 3.5Mbps 8.5Mbps 

上り 205kbps 1.0Mbps 2.5Mbps 

到達距離 約 440m 約 240m 約 100m 

下りは 2×2の MIMO の速度  到達距離は屋内伝搬で算出 
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10 音声トラヒックの割当数 

TD-LTE方式のアップリンクでは周波数軸上の両端のRBはアップリンク制御信号用に使

われるため、トラフィックとしてはその他の RB が使われる。VoIP パケットの送信可能な

最小パケットは、１ユーザ 当たり 20ms で２RB×２スロットの割当てが必要となる。こ

れを前提にアップリンクでの割り当てイメージから割当可能な音声チャネル数を計算す

る。 

 

 (1)  1.4MHz システムの場合 

1.4MHz システムの場合、周波数軸上に６RB 分あり、そのうち両端で２RB が制御用

に使われるとすると、残りの４RB 分がトラヒック用となる。この場合、周波数軸上で

は１サブフレーム当たり２ユーザが収容でき、時間軸上では 20ms でアップリンクとダ

ウンリンクの対のサブフレームが８個あるので、音声としては２ x ８ = 16 ユーザの

割当てが可能となる。 

RB#0

RB#1

RB#2

RB#3

RB#4

RB#5

U DU U D D S US U U D D SD S U U D D

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯周
波

数

１フレーム

１ｻﾌﾞﾌﾚｰﾑ時間

 
 

(2)  ５MHz システムの場合 

５MHz システムの場合、周波数軸上に 25RB 分あり、そのうち両端で８RB が制御用

に使われるとすると、残りの 17RB 分がトラヒック用となる。この場合、周波数軸上で

は１サブフレーム当たり８ユーザが収容でき、時間軸上では 20ms でアップリンクとダ

ウンリンクの対のサブフレームが８個あるので、音声としては８ x ８ = 64 ユーザの

割当てが可能となる。- 

１フレーム

１ｻﾌﾞﾌﾚｰﾑ

RB#0

RB#1

RB#2

RB#3

RB#4

RB#5

RB#6

RB#7

RB#8

RB#9

RB#10

RB#11

RB#12

RB#13

RB#14

RB#15

RB#16

RB#17

RB#18

RB#19

RB#20

RB#21

RB#22

RB#23

RB#24

D D S U U DU D D S U UD S U U D D S U

①

②

⑨

⑩

⑤

⑥

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

21

22

23

24

29

30

31

32

25

26

27

28

37

38

39

40

33

34

35

36

45

46

47

48

41

42

43

44

53

54

55

56

49

50

51

52

61

62

63

64

57

58

59

60

時間

周
波

数
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参考資料６ キャリアセンスレベルの計算方法 

 

キャリアセンスレベルを計算するにあたっては、2010 年（平成 22 年）４月 20 日の「小電力

無線システム委員会報告書」（以下「前回報告書」という）で用いられたパラメータをもとに計算

を行うが、次の点について前回報告書の計算方法から変更又は新たな考え方を追加した。 

 

１ 子機の受信レベルについて 

前回報告書では PHS 方式が通信しているときの子機の平均受信レベルを－65dBm とし

ている。これを基準に、sXGP 方式の子機の平均受信レベルについては、PHS 子機の平均

受信レベル－65dBm を、sXGP 方式の子機の受信帯域幅で帯域換算した下記の値とした。

sXGP 方式の親機と子機の間の平均通信距離はこの受信レベルを前提とする。ここで、PHS

方式の受信帯域幅は 0.192MHz、sXGP 方式の受信帯域幅については、キャリア幅 1.4MHz

は 1.08MHz、キャリア幅５MHz は 4.5MHz とする。 

キャリア幅 1.4MHz の場合   －65 + 10 x log (1.08 / 0.192) ＝－57.5dBm 

キャリア幅５MHz の場合    －65 +10 x log (4.5 / 0.192) ＝－51.3dBm 

 

２ 子機のアンテナ利得について 

前回報告書では子機のアンテナ利得は４dBi で計算していた。しかし、実際の子機のほと

んどは０dBi 程度であること、筐体内に収容できる小型アンテナを想定すると２dBi が妥当

であることから、各方式の子機のアンテナ利得は２dBi とした。 

 

３ キャリア幅 1.4MHz が PHS 方式の制御チャネルに与える影響について 

キャリア幅 1.4MHz の主波は、PHS 方式の制御チャネルを避けて配置しているので、制

御チャネルへは主波直近の不要発射が影響を与える。主波直近の不要発射の規格は－

13.7dBm/30kHz 以下としたので、これを PHS 方式の受信帯域幅 192kHz に換算すると制

御チャネルに影響を与えるレベルは－5.6dBm となる。送信電力が 20 dBm であるので、

制御チャネルに対する干渉検討をする際は sXGP 方式の送信電力から 26dB を減じて計算

する。 

 

４ キャリア幅５MHz が PHS 方式の制御チャネルに与える影響について 

キャリア幅５MHz の主波は PHS 方式の制御チャネルに重なっているので、主波が直接影

響するが、干渉として問題となるのは PHS 方式の受信帯域幅に入る部分である。占有帯

域幅５MHz のうち PHS 方式の受信帯域幅に入る割合は 10×log(0.192／5) ＝－14.2dB と

なるので、制御チャネルに対する干渉検討を行う際は sXGP 方式の送信電力から 14.2dB

を減じて計算する。 
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１－１ PHS通話チャネルに対するキャリアセンスレベル（キャリア幅1.4MHzの場合）

PHS方式諸元 sXGP方式諸元(キャリア幅1.4MHz)

略号 設定値 項目 設定値

PHS_txbw 0.288MHz 占有周波数帯幅 1.4MHz

PHS_rxbw 0.192MHz 受信帯域幅 1.08MHz

PHS_cs_pow 19dBm 親機送信出力 20dBm

PHS_ps_pow 19dBm 子機送信出力 20dBm

PHS_cs_ant 4dBi 親機アンテナ利得 4dBi

PHS_ps_ant 2dBi 子機アンテナ利得 2dBi

PHS_ps_rcv -65dBm 子機受信レベル -57.5dBm

キャリアセンスレベル -61.5dBm

各区間の伝搬損失を求め距離に換算

区間 伝搬損失[dB] 距離[ｍ]

L2 83.5 33.9

L3 84.5 → 36.7

L6 86.5 42.7

キャリアセンス経路の距離から伝搬損失を計算

区間 距離[ｍ] 伝搬損失[dB]

L4 76.7 94.1

L5 70.6 93.0

伝搬損失よりsXGP親機の受信レベルを計算

区間 受信ﾚﾍﾞﾙ[dBm]

L4 -67.1

L5 -68.0

計算式

親機アンテナ利得

sXGP_UE_pow

sXGP_eNB_pow

sXGP_rxbw

計算式

PHS_cs_pow  ＋  PHS_cs_ant  ＋  sXGP_eNB_ant  －  L4

PHS_ps_pow  ＋  PHS_ps_ant  ＋  sXGP_eNB_ant  －  L5

sXGP_txbw

略号

sXGP_UE_cs

sXGP_UE_rcv

sXGP_UE_ant

sXGP_eNB_ant

子機アンテナ利得

子機受信レベル

項目

占有周波数帯幅

受信帯域幅

親機送信出力

子機送信出力

sXGP_eNB_pow  ＋  sXGP_eNB_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_rcv

PHS_ps_pow  ＋  PHS_ps_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_cs

PHS_cs_pow  ＋  PHS_cs_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_cs

→

計算式

L2 ＋ L6

L2 ＋ L3

 

 

L1 L2

L3

L4=L2+L6

L5=L2+L3L6

sXGP親機 1.4MHzPHS親機

PHS子機 sXGP子機

送信電力 20dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi
受信電力 -57.5dBm
ｷｬﾘｱｾﾝｽ -61.5dBm

送信電力 19dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

送信電力 19dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi

キャリアセンスされない信号

キャリアセンスする信号
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1.2

PHS方式諸元 sXGP方式諸元(キャリア幅 ５MHz)

略号 設定値 項目 設定値

PHS_txbw 0.288MHz 占有周波数帯幅 5MHz

PHS_rxbw 0.192MHz 受信帯域幅 4.5MHz

PHS_cs_pow 19dBm 親機送信出力 23dBm

PHS_ps_pow 19dBm 子機送信出力 20dBm

PHS_cs_ant 4dBi 親機アンテナ利得 4dBi

PHS_ps_ant 2dBi 子機アンテナ利得 2dBi

PHS_ps_rcv -65dBm 子機受信レベル -51.3dBm

キャリアセンスレベル -55.3dBm

各区間の伝搬損失を求め距離に換算

区間 伝搬損失[dB] 距離[ｍ]

L2 80.3 26.6

L3 78.3 → 22.8

L6 80.3 26.6

キャリアセンス経路の距離から伝搬損失を計算

区間 距離[ｍ] 伝搬損失[dB]

L4 53.1 89.3

L5 49.3 88.4

伝搬損失よりsXGP親機の受信レベルを計算

区間 受信ﾚﾍﾞﾙ[dBm]

L4 -62.3

L5 -63.4

親機が子機のキャリアセンスを代行をする場合のPHS通話チャネルに対す

るキャリアセンスレベル（５MHzシステムの場合）

PHS_cs_pow  ＋  PHS_cs_ant  ＋  sXGP_eNB_ant  －  L4

PHS_ps_pow  ＋  PHS_ps_ant  ＋  sXGP_eNB_ant  －  L5

sXGP_rxbw

sXGP_eNB_pow

→
L2 ＋ L3

計算式

PHS_cs_pow  ＋  PHS_cs_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_cs

計算式

L2 ＋ L6

sXGP_eNB_pow  ＋  sXGP_eNB_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_rcv

PHS_ps_pow  ＋  PHS_ps_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_cs

子機受信レベル

項目 略号

占有周波数帯幅 sXGP_txbw

計算式

親機アンテナ利得

子機アンテナ利得

sXGP_eNB_ant

sXGP_UE_ant

受信帯域幅

親機送信出力

子機送信出力 sXGP_UE_pow

sXGP_UE_rcv

sXGP_UE_cs

 

 

 

キャリアセンスされない信号

キャリアセンスする信号

L1 L2

L3

L6

PHS親機

PHS子機 sXGP子機

送信電力 23dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi
受信電力 -51.3dBm
ｷｬﾘｱｾﾝｽ -55.3dBm

送信電力 19dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

送信電力 19dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi

sXGP親機 5MHz
L4=L2+L6

L5=L2+L3
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２－１ DECT通話チャネルに対するキャリアセンスレベル（キャリア幅1.4MHzの場合）

DECT方式諸元 sXGP方式諸元(キャリア幅1.4MHz)

略号 設定値 項目 設定値

DECT_txbw 1.728MHz 占有周波数帯幅 1.4MHz

DECT_rxbw 1.152MHz 受信帯域幅 1.08MHz

DECT_cs_pow 20.5dBm 親機送信出力 20dBm

DECT_ps_pow 20.5dBm 子機送信出力 20dBm

DECT_cs_ant 4dBi 親機アンテナ利得 4dBi

DECT_ps_ant 2dBi 子機アンテナ利得 2dBi

DECT_ps_rcv -57.2dBm 子機受信レベル -57.5dBm

キャリアセンスレベル -61.5dBm

各区間の伝搬損失を求め距離に換算

区間 伝搬損失[dB] 距離[ｍ]

L2 83.5 33.9

L3 86.0 → 41.1

L6 88.0 48.0

キャリアセンス経路の距離から伝搬損失を計算

区間 距離[ｍ] 伝搬損失[dB]

L4 81.8 95.0

L5 75.0 93.8

伝搬損失よりsXGP親機の受信レベルを計算

区間 受信ﾚﾍﾞﾙ[dBm]

L4 -66.5

L5 -67.3

→
L2 ＋ L3

略号

sXGP_txbw

計算式

sXGP_eNB_pow  ＋  sXGP_eNB_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_rcv

DECT_ps_pow  ＋  DECT_ps_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_cs

sXGP_rxbw

sXGP_eNB_pow

sXGP_UE_pow

sXGP_eNB_ant

sXGP_UE_ant

sXGP_UE_rcv

sXGP_UE_cs

計算式

DECT_cs_pow  ＋  DECT_cs_ant  ＋  sXGP_eNB_ant  －  L4

DECT_ps_pow  ＋  DECT_ps_ant  ＋  sXGP_eNB_ant  －  L5

項目

占有周波数帯幅

子機送信出力

親機アンテナ利得

子機アンテナ利得

子機受信レベル

受信帯域幅

親機送信出力

DECT_cs_pow  ＋  DECT_cs_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_cs

計算式

L2 ＋ L6

 
 

 

キャリアセンスされない信号

キャリアセンスする信号

L1 L2

L3

L6

sXGP親機 1.4MHz

sXGP子機

送信電力 20dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi
受信電力 -57.5dBm
ｷｬﾘｱｾﾝｽ -61.5dBm

送信電力 23.5dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

送信電力 23.5dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi

DECT親機

DECT子機

L4=L2+L6

L5=L2+L3
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2.2

DECT方式諸元 sXGP方式諸元(キャリア幅 ５MHz)

略号 設定値 項目 設定値

DECT_txbw 1.728MHz 占有周波数帯幅 5MHz

DECT_rxbw 1.152MHz 受信帯域幅 4.5MHz

DECT_cs_pow 20.5dBm 親機送信出力 23dBm

DECT_ps_pow 20.5dBm 子機送信出力 20dBm

DECT_cs_ant 4dBi 親機アンテナ利得 4dBi

DECT_ps_ant 2dBi 子機アンテナ利得 2dBi

DECT_ps_rcv -57.2dBm 子機受信レベル -51.3dBm

キャリアセンスレベル -55.3dBm

各区間の伝搬損失を求め距離に換算

区間 伝搬損失[dB] 距離[ｍ]

L2 80.3 26.5

L3 79.8 → 25.6

L6 81.8 29.8

キャリアセンス経路の距離から伝搬損失を計算

区間 距離[ｍ] 伝搬損失[dB]

L4 56.3 90.1

L5 52.1 89.1

伝搬損失よりsXGP親機の受信レベルを計算

区間 受信ﾚﾍﾞﾙ[dBm]

L4 -61.6

L5 -62.6

親機が子機のキャリアセンスを代行をする場合のDECT通話チャネルに対

するキャリアセンスレベル（５MHzシステムの場合）

計算式

sXGP_eNB_pow  ＋  sXGP_eNB_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_rcv

項目 略号

占有周波数帯幅 sXGP_txbw

親機アンテナ利得

受信帯域幅

親機送信出力

子機送信出力 sXGP_UE_pow

sXGP_eNB_ant

sXGP_UE_ant

計算式

DECT_cs_pow  ＋  DECT_cs_ant  ＋  sXGP_eNB_ant  －  L4

DECT_ps_pow  ＋  DECT_ps_ant  ＋  sXGP_eNB_ant  －  L5

sXGP_rxbw

sXGP_eNB_pow

sXGP_UE_rcv

sXGP_UE_cs

DECT_ps_pow  ＋  DECT_ps_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_cs

DECT_cs_pow  ＋  DECT_cs_ant  ＋  sXGP_UE_ant  －  sXGP_UE_cs

計算式

L2 ＋ L6
→

L2 ＋ L3

子機アンテナ利得

子機受信レベル

 

 

 

キャリアセンスされない信号

キャリアセンスする信号

L1 L2

L3

L6

sXGP子機

送信電力 23dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi
受信電力 -51.3dBm
ｷｬﾘｱｾﾝｽ -55.3dBm

送信電力 23.5dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

送信電力 23.5dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi

sXGP親機 5MHz

DECT子機

DECT親機
L4=L2+L6

L5=L2+L3
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L1 L2

L3

L4’=L1+L5
L4”=L1+L2+L3

L5L6

sXGP親機 1.4MHzPHS親機

PHS子機 sXGP子機

干渉信号

PHS制御信号

送信電力 20dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

送信電力 20dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi
受信電力 -57.5dBm

送信電力 19dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi
受信電力 -65dBm

干渉許容電力 -90dBm

PHS制御ｃｈ

26dB減衰

 

３－１ PHS制御チャネルに対するキャリアセンスレベル（キャリア幅1.4MHzの場合）

PHS方式諸元 sXGP方式諸元(キャリア幅1.4MHz)

略号 設定値 略号 設定値

PHS_txbw 0.288MHz sXGP_txbw 1.4MHz

PHS_rxbw 0.192MHz sXGP_rxbw 1.08MHz

PHS_cs_pow 19dBm sXGP_eNB_pow 20dBm

PHS_ps_pow 19dBm sXGP_UE_pow 20dBm

PHS_cs_ant 4dBi sXGP_eNB_ant 4dBi

PHS_ps_ant 2dBi sXGP_UE_ant 2dBi

PHS_ps_rcv -65dBm sXGP_UE_rcv -57.5dBm

PHS_ps_sir 25dB

各区間の伝搬損失を求め距離に換算

区間 伝搬損失[dB] 距離[ｍ]

L1 90.0 55.9

L2 83.5 → 33.9

L3 88.0 48.0

L5 90.0 55.9

キャリアセンス経路の距離から伝搬損失を計算

区間 距離[ｍ] 伝搬損失[dB]

L4' 111.8 → 99.0

L4" 137.8 101.8

伝搬損失よりsXGP親機の受信レベルを計算

区間 受信ﾚﾍﾞﾙ[dBm]

L4' -72.0

L4" -74.8

計算式

PHS_cs_pow ＋ PHS_cs_ant ＋ sXGP_eNB_ant － L4'

PHS_cs_pow ＋ PHS_cs_ant ＋ sXGP_eNB_ant － L4"

受信帯域幅

親機送信出力

子機送信出力

親機アンテナ利得

子機アンテナ利得

計算式

計算式

L1 ＋ L5

L1 ＋ L2 ＋ L3

sXGP_eNB_pow ＋ sXGP_eNB_ant ＋ PHS_ps_ant － PHS_ps_rcv ＋ PHS_ps_sir － sXGP_phs_irf

sXGP_UE_pow ＋ sXGP_UE_ant ＋ PHS_ps_ant － PHS_ps_rcv ＋ PHS_ps_sir － sXGP_phs_irf

子機受信レベル

子機アンテナ利得

子機受信レベル

子機の所要ＳＩＲ PHS制御チャネルにおける
sXGP主波の減衰量

sXGP_phs_irf 26dB

項目 項目

PHS_cs_pow ＋ PHS_cs_ant ＋ PHS_ps_ant － PHS_ps_rcv

sXGP_eNB_pow ＋ sXGP_eNB_ant ＋ sXGP_UE_ant － sXGP_UE_rcv

占有周波数帯幅占有周波数帯幅

受信帯域幅

親機送信出力

子機送信出力

親機アンテナ利得
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3.2

PHS方式諸元 sXGP方式諸元(キャリア幅５MHz)

略号 設定値 略号 設定値

PHS_txbw 0.288MHz sXGP_txbw 5MHz

PHS_rxbw 0.192MHz sXGP_rxbw 4.5MHz

PHS_cs_pow 19dBm sXGP_eNB_pow 23dBm

PHS_ps_pow 19dBm sXGP_UE_pow 20dBm

PHS_cs_ant 4dBi sXGP_eNB_ant 4dBi

PHS_ps_ant 2dBi sXGP_UE_ant 2dBi

PHS_ps_rcv -65dBm sXGP_UE_rcv -51.3dBm

PHS_ps_sir 25dB

各区間の伝搬損失を求め距離に換算

区間 伝搬損失[dB] 距離[ｍ]

L1 90.0 55.9

L2 80.3 26.6

L3 99.8 119.0

L5 104.8 174.7

キャリアセンス経路の距離から伝搬損失を計算

区間 距離[ｍ] 伝搬損失[dB]

L4' 230.6 108.5

L4" 201.5 106.7

伝搬損失よりsXGP親機の受信レベルを計算

区間 受信ﾚﾍﾞﾙ[dBm]

L4' -81.5

L4" -79.7

14.2dB

→

計算式

L1 ＋ L5

　PHS制御チャネルに対するキャリアセンスレベル（５MHzシステムの場合）

L1 ＋ L2 ＋ L3

PHS_cs_pow ＋ PHS_cs_ant ＋ sXGP_eNB_ant － L4'

項目 項目

占有周波数帯幅 占有周波数帯幅

計算式

PHS_cs_pow ＋ PHS_cs_ant ＋ PHS_ps_ant － PHS_ps_rcv

sXGP_eNB_pow ＋ sXGP_eNB_ant ＋ sXGP_UE_ant － sXGP_UE_rcv

sXGP_UE_pow ＋ sXGP_UE_ant ＋ PHS_ps_ant － PHS_ps_rcv ＋ PHS_ps_sir － sXGP_phs_band

sXGP_eNB_pow ＋ sXGP_eNB_ant ＋ PHS_ps_ant － PHS_ps_rcv ＋ PHS_ps_sir － sXGP_phs_band

sXGP主波がPHS受信帯域
に入る割合

sXGP_phs_band

PHS_cs_pow ＋ PHS_cs_ant ＋ sXGP_eNB_ant － L4"

→

受信帯域幅

親機送信出力

子機送信出力

子機受信レベル

受信帯域幅

親機送信出力

子機送信出力

親機アンテナ利得

子機アンテナ利得

親機アンテナ利得

子機アンテナ利得

子機受信レベル

子機の所要ＳＩＲ

計算式

 
 

 

L1 L2

L3

L5L6

sXGP親機 5MHzPHS親機

PHS子機 sXGP子機

干渉信号

PHS制御信号

送信電力 19dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

送信電力 23dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 4ｄＢｉ

送信電力 20dBm
ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi
受信電力 -51.3dBm

ｱﾝﾃﾅ利得 2dBi
受信電力 -65dBm

干渉許容電力 -90dBm

L4’=L1+L5
L4”=L1+L2+L3

PHS制御ｃｈ

sXGPがPHS受信帯域
に入る割合14.2dB
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参考資料７ 1.9GHz 帯の帯域内におけるトラヒック計算 

 

PHS、DECT、sXGP が共存する場合及び sXGP 同士が存在する場合の呼損率の計算の詳細

について説明する。計算方法は、2010 年（平成 22 年）４月 20 日の「情報通信審議会小電力無線シ

ステム委員会報告書」（以下「前回報告書」という。）で用いられた手法に基づき行う。 

 

１ 各方式の周波数及び時間軸上の配置 

 

１．１  周波数軸上の配置 

PHS、DECT、sXGP の周波数配置を図 参７－１に示す。sXGP(1.4M)及び sXGP(５M)は、

ダウンリンクとアップリンクは同一周波数を使用する。PHS については ch35 及び ch37 の制

御チャネルを追加し、通話チャネルは 38 チャネルする。DECT はＦ６を加え合計６キャリアとし

て検討する。また、それぞれのゾーンごとのチャネル数を表 参７－１に示す。 

PHS

ch
25

1

ch
25

ch
37

ch
12

ch
1

sXGP
(1.4M)

#1 #2 #3

DECT

F1 F2 F3 F4 F5 F6

#1
sXGP
(5M)

ch
18

1895.616 1897.344 1899.072 1900.800 1902.528 1904.256

1898.45 1900.25

1899.1

1897.4 1899.2 1901.0 MHz

MHz

MHz

MHz

ch
35

zone1 zone2 zone3 zone4 zone5

 

図 参７－１ 各方式のキャリア配置 

 

表 参７－１ 周波数配置ごとの共用条件      No.：キャリア番号   n：通話キャリア数    

PHS  DECT  sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

No. n No. n No. n No. n 

ch251～ch254 4 

ch255～ch5 6 F1 1 

ch6～ch22 15 F2～F4 3 #1～#3 3 #1 1 

ch23～ch34 12 F5～F6 2 

ch35～ch37 1 
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１．２．各方式の非同期配置によるチャネル利用効率 

 sXGP が他のシステムと時間軸上で共存する条件について検討する。 

 

(1) sXGP と DECT  

 sXGP では回線が未使用の状態でもダウンリンクタイミングで RS（Reference Signal）信

号を出力するため、sXGP のダウンリンクの期間では他のシステムは利用することができな

い。したがって、DECTは sXGPのアップリンクの期間及びスペシャルサブフレーム内のガー

ド時間を利用し、下図のような関係において時間軸上共存することができる。 

DECT

sXGP

D Uダウンリンク：回線あり アップリンク：回線あり

U アップリンク：回線なしD ダウンリンク：回線なし

UDDDDDDDDDDDD U U U U U U U U U U U

スペシャルサブフレーム：Gの期間は無信号、D：G：Uは3：9：2の時間比率GD U

UD G U D D DD U UG UD U

使用可能なスロット対

RS信号 RS信号 RS信号

図 参７－２ sXGP と DECT の時間軸上の配置 

 

 (2) sXGP と PHS 

 PHS は５ms フレームで動作するため、PHS は sXGP のアップリンクの期間及びスペシャ

ルサブフレーム内のガード時間を利用して時間軸上共存することができない。 

 

PHS

sXGP UD G U D D DD U UG UD U

D D D D U U U U D D D D U U U U

RS信号 RS信号 RS信号

使用可能なスロット対がない 使用可能なスロット対がない

図 参７－３ sXGP と PHS の時間軸上の配置 

 

(3) sXGP 同士 

 ２つの sXGP が非同期で動作した場合、２つの sXGP フレームの位置関係により利用可能

なアップリンクのサブフレーム数が変動する。図 参７－４に２つの sXGP#1 と sXGP#2 が動

作した場合のサブフレームの関係を示す。この図では、sXGP #1 のダウンリンク期間（RS

信号と記載のハッチング領域）は sXGP#2 は利用することができないため、時間差 dt より利

用可能となるアップリンクのサブフレームを太字：U で示している。これを時間平均すると利

用可能なサブフレーム数は 1.43 となり、アプリンクのサブフレーム数４に対してチャネル利

用効率は 35.7%となる。 

 なお、sXGP では、隣接 sXGP 基地局からのダウンリンクの RS 信号は、符号化、干渉除
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去技術により影響を回避できることを前提としている。 

 

D Uダウンリンク：回線あり アップリンク：回線あり

U アップリンク：回線なしD ダウンリンク：回線なし

スペシャルサブフレーム：Gの期間は無信号、D：G：Uは3：9：2の時間比率GD U

sXGP #1
UD G U D D DD U UG UD U D UG U DU

UD G U D D DD U UG UD U

dt=1001～3214

dt=1～1000

dt=3215～4214

dt=4215～5000

sXGP #2

sXGP #2

sXGP #2

sXGP #2

RS信号 RS信号 RS信号 RS信号

UD G U D D DD U UG UD U

UD G U D D DD U UG UD U

UD G U D D DD U UG UD U

GD U U U DD GD U U U DD

GD U U U DD GD U U U DD

GD U U DUD GD U U DUD

GD U U DUD GD U U DUD

D

図 参７－４ ２つの sXGP フレームの位置関係 

 

１．３ 非同期設置時に利用可能な通信チャネル数 

 

前回報告書では、方式ごとに非同期設置時に利用可能な通信チャネル数を定義しており、

PHS 及び DECT のチャネル利用効率については前回報告書の値を用いる。なお、PHS につ

いては 38 キャリア、DECT については６キャリアとして利用可能な通信チャネル数を計算した

結果を下表に示す。 

ｓXGP については、上記で求めた sXGP のチャネル利用効率 35.7％より利用可能な通信チャ

ネル数を計算する。sXGP(1.4M)は１キャリアの通信チャネル数 16 に 35.7％を乗じると利用可

能なチャネル数は１キャリアで５となる。sXGP(５M)は通信チャネル数 64 に 35.7％を乗じると

利用可能なチャネル数は 22 となる。 

 

表 参７－２ 非同期設置時に利用可能な通信チャネル数 

 

PHS DECT sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

N_ch η_ch N_ch η_ch N_ch η_ch N_ch η_ch 

同期配置 152 100% 72 100% 48 100% 64 100% 

非同期-最良配置 152 100% 78 108% 48 100% 64 100% 

非同期-最悪配置 114 75% 42 58% 0 0% 0 0% 

非同期-平均配置 114 75% 54 75% 15 31% 22 34% 

通信チャネル数：N_ch   チャネル利用効率：η_ch 
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２ 各方式が混在したときのチャネル利用効率の検討 

 

 前回報告書では、呼損率を計算する際に各方式が混在したときのチャネル利用効率を求め利

用できる回線数を計算している。各方式が混在したときの時間軸上の影響度及び周波数軸上の

影響度を計算し、チャネル利用効率を求める。 

 

２．１ 各方式のシステムパラメータ 

各方式のシステムパラメータを以下に示す。 

 

表 参７－３ PHS のパラメータ 

項目 略称 設定値 

フレーム周期 (ms) PHS_T_F 5 

スロット数／１フレーム PHS_N_slot 8 

スロット時間 (µs) PHS_T_slot 625 

ガード時間 (µs) PHS_T_guard 41.6 

チャネル数／１キャリア PHS_Nch_ca 4 

占有帯域幅 (kHz) PHS_F 288 

 

 

 

 

 

 

表 参７－４ DECT のパラメータ 

項目 略称 設定値 

フレーム周期 (ms) DECT_T_F 10 

スロット数／１フレーム DECT_N_slot 24 

スロット時間 (µs) DECT_T_slot 417 

ガード時間 (µs) DECT_T_guard 49.0 

チャネル数／１キャリア DECT_Nch_ca 12 

占有帯域幅 (kHz) DECT_F 1728 

 

 

 

 

 

 

D U

フレーム周期

U U U U U U U U U U UDDDDDDDDDDD

スロット時間

ガード時間

D ：ダウンリンク

U ：アップリンク

：１通話の占有時間UD

D D D D U U U U

フレーム周期

スロット時間

ガード時間

PHS方式 D ：ダウンリンク

U ：アップリンク

：１通話の占有時間UD
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表 参７－５ sXGP のパラメータ 

項目 略称 sXGP(1.4M) sXGP(５M)

フレーム周期 (ms) T_F 10 10

サブフレーム数／１フレーム N_subF 10 10

サブフレーム時間 (µs) Tsubf 1000 1000

ダウンリンクサブフレーム数 N_dl_subf 4 4

アップリンクサブフレーム数 N_ul_subf 4 4

スペシャルサブフレーム数 N_sp_subf 2 2

スペシャルサブフレーム内ダウンリンク 

シンボル時間 (µs) 

DwPTS 214 214

スペシャルサブフレーム内ガード時間(µs) GP 643 643

スペシャルサブフレーム内アップリンク 

シンボル時間 (µs) 

UpPTS 143 143

チャネル数／１サブフレーム Nch_subF 4 16

チャネル数／１キャリア Nch_ca 16 64

占有帯域幅 (kHz) F_sXGP 1400 5000

D D S U U D

ダウンリンク
シンボル時間

アップリンク
シンボル時間ガード時間

D S U U

フレーム周期

D ：ダウンリンク

U ：アップリンク

：１通話の占有時間UD

S ：スペシャルサブフレーム

スペシャルサブフレームの構成

 以上のパラメータより、各方式の１通話が 10ms 内で占有する時間を計算する。sXGP

は、１通話にダウンリンクとアップリンクのサブフレーム１個づつ占有するが残りのダウンリ

ンクサブフレームではリファレンス（RB）信号を送信しているため、すべてのダウンリンク時

間を含める。また、sXGP(1.4M)と sXGP(５M)は時間軸上のフレーム構成は同じなので占

有時間は同じとなる。 

なお、sXGP(1.4M)は１つのサブフレームで４通話多重できるので４通話まで占有時間は

同じであり、sXGP(５M)は１つのサブフレームで 16 通話多重できるので 16 通話まで占有

時間は同じである。 

 

表 参７－６ 各方式の 10ms 内の占有時間 

略称 計算式 数値

T_PHS 1ｘ2 x（10ms/PHS_T_F) x (PHS_T_slot－PHS_T_guard) 2334 

T_DECT 1ｘ2 x（10ms/DECT_T_F) x (DECT_T_slot－DECT_T_guard) 736 

T_sXGP 
T_sXGP_1.4 Tsubf x N_dl_subf + DwPTS x N_sp_subf + Tsubf x 1 5429 

T_sXGP_5 Tsubf x N_dl_subf + DwPTS x N_sp_subf + Tsubf x 1 5429 
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２．２ 時間軸上の影響度 

時間軸上の影響度は、単独の無線システムが占有する時間と、異なる無線システムが共存

した場合に占有する時間の比率により計算する。占有時間については表 参７－６の 10ms 内

の占有時間をもとに、時間軸上で共存可能な組み合わせについて影響度を計算する。占有時

間を計算する回線数については、sXGP のように１サブフレームで複数回線を収容する場合が

あるため、組み合わせに応じて適宜設定する。 

 

(1) DECT が PHS へ与える影響度 

 PHS２回線が存在する場合と PHS１回線＋DECT１回線が存在する場合の占有時間の比

率として計算する。 

 

表 参７－７ DECT が PHS へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

①  PHS２回線が占有する時間 (µs) T_PHS×２ 4667 

②  PHS１回線が占有する時間 (µs) T_PHS ×１ 2334 

③  DECT１回線が占有する時間 (µs) T_DECT ×１ 736 

時間軸上の影響度 (②＋③)／① 0.66 

 

(2) PHS が DECT へ与える影響度 

 DECT２回線が存在する場合と DECT１回線＋PHS１回線が存在する場合の占有時間の

比率として計算する。 

 

表 参７－８ PHS が DECT へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① DECT２回線が占有する時間 (µs) T_DECT ×２ 1472 

② PHS１回線が占有する時間 (µs) T_PHS ×１ 2334 

③ DEC1 回線が占有する時間 (µs) T_DECT ×１ 736 

時間軸上の影響度 (②＋③)／① 2.09 
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(3) sXGP が DECT へ与える影響度 

 DECT４回線が存在する場合と DECT２回線＋sXGP２回線が存在する場合の占有時

間の比率として計算する。sXGP は１サブフレームで４回線収容することが可能なため、

平均値である２回線として計算した。なお、sXGP(1.4M)及び sXGP sXGP(５M)が DECT

へ与える影響は同じ値となる 

 

表 参７－９ sXGP が DECT へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① DECT４回線が占有する時間 (µs) T_DECT ×４ 2944 

② DECT２回線が占有する時間 (µs) T_DECT ×２ 1472 

③ sXGP２回線が占有する時間 (µs) T_sXGP 5429 

時間軸上の影響度 (②＋③)／① 2.34 

 

(4) DECT が sXGP へ与える影響度 

 sXGP４回線が存在する場合と sXGP２回線＋DECT２回線が存在する場合の占有時間

の比率として計算する。sXGP は１サブフレームで４回線収容することが可能なため、平

均値である２回線として計算した。なお、なお、sXGP(1.4M)及び sXGP sXGP(５M)が

DECT へ与える影響は同じ値となる 

 

表 参７－１０ DECT が sXGP へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① sXGP４回線が占有する時間 (µs) T_sXGP 5429

② sXGP２回線が占有する時間 (µs) T_sXGP 5429

③ DECT２回線が占有する時間 (µs) T_DECT ×２ 1472

時間軸上の影響度 (②＋③)／① 1.27

 

(5)  sXGP(1.4M)が sXGP(５M)へ与える影響度 

 sXGP(1.4M)４回線が存在する場合と sXGP(1.4M)２回線＋sXGP(５M)２回線が存在する

場合の占有時間の比率として計算する。sXGP(1.4M)は１サブフレームで４回線収容するこ

とが可能なため、平均値である２回線として計算した。なお、sXGP(1.4M)及び sXGP(５M)

が DECT へ与える影響は同じ値となる。 

 

表 参７－１１ sXGP(1.4M)が sXGP(５M)へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① sXGP(1.4M)４回線が占有する時間 (µs) T_sXGP_1.4 5429

② sXGP(1.4M)２回線が占有する時間 (µs) T_sXGP_1.4 5429

③ sXGP(５M)２回線が占有する時間 (µs) T_sXGP_5 5429
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時間軸上の影響度 (②＋③)／① 2.00 

２．３ 周波数軸上の影響度 

各方式のキャリア幅（占有周波数帯域）より、周波数軸上の影響度を計算する。計算手順

は時間軸と同様に以下の手順で計算する。 

 

(1) DECT が PHS へ与える影響度 

PHS２回線が存在する場合と PHS１回線＋DECT１回線が存在する場合の占有帯域幅の

比率として計算する。PHS は１キャリアで４回線まで収容可能である。 

 

表 参７－１２ DECT が PHS へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① PHS２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_PHS 288 

② PHS１回線が占有する帯域幅 (kHz) F_PHS 288 

③ DECT１回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

周波数軸上の影響度 (②＋③)／① 7.00 

 

(2) PHS が DECT へ与える影響度 

DECT が２回線存在する場合と DECT が１回線＋PHS が１回線存在する場合の占有帯域

幅の比率として計算する。DECT は１キャリアで 12 回線まで収容可能である。 
 

表 参７－１３ PHS が DECT へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① DECT２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

② PHS１回線が占有する帯域幅 (kHz) F_PHS 288 

③ DECT１回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

周波数軸上の影響度 (②＋③)／① 1.17 

 

(3) sXGP が DECT へ与える影響度 

 DECT４回線が存在する場合と DECT２回線＋sXGP２回線が存在する場合の占有帯域

幅の比率として計算する。sXGP 子機からのアップリンクについては、複数ユーザーを周波

数軸上で配置して多重するためすべての占有帯域幅を使用しないが、最悪条件を見込み、

sXGP(1.4M)では帯域幅を 1.4MHz、sXGP(５M)では５MHz を用いる。 
 

表 参７－１４ sXGP(1.4M)が DECT へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① DECT４回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

② DECT２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

③ sXGP２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_1.4 1400 

周波数軸上の影響度 (②＋③)／① 1.81 
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表 参７－１５ sXGP(５M)が DECT へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① DECT４回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

② DECT２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

③ sXGP２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_5 5000 

周波数軸上の影響度 (②＋③)／① 3.89 

 

(4) DECT が sXGP へ与える影響度 

 sXGP４回線が存在する場合と sXGP２回線＋DECT２回線が存在する場合の占有帯域幅

の比率として計算する。sXGP 子機の占有帯域幅については上記の (3)と同様に

sXGP(1.4M)では占有帯域幅を 1.4MHz、sXGP(５M)では５MHz として計算する 

 

表 参７－１６ DECT が sXGP(1.4M)へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① sXGP４回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_1.4 1400 

② sXGP２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_1.4 1400 

③ DECT２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

周波数軸上の影響度 (②＋③)／① 2.23 

 

表 参７－１７ DECT が sXGP(５M)へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① sXGP４回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_5 5000 

② sXGP２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_5 5000 

③ DECT２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_DECT 1728 

周波数軸上の影響度 (②＋③)／① 1.35 

 

 (5) sXGP(５M)が sXGP(1.4M)へ与える影響度 

 sXGP(1.4M)４回線が存在する場合と sXGP(1.4M)２回線＋sXGP(５M)２回線存が存在す

る場合の占有帯域幅の比率として計算する。 

 

表 参７－１８ sXGP(５M)が sXGP(1.4M)へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① sXGP(1.4M)４回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_1.4 1400 

② sXGP(1.4M)２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_1.4 1400 

③ sXGP(５M)２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_5 5000 

周波数軸上の影響度 (②＋③)／① 4.57 
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(6) sXGP(1.4M)が sXGP(５M)へ与える影響度 

 sXGP(５M)が４回線存在する場合と sXGP(５M)２回線＋sXGP(1.4M)２回線存在する場

合の占有帯域幅の比率として計算する。 

 

表 参７－１９ sXGP(1.4M)が sXGP(５M)へ与える影響度 

項目 計算式 数値 

① sXGP(５M)４回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_5 5000 

② sXGP(５M)２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_5 5000 

③ sXGP(1.4M)２回線が占有する帯域幅 (kHz) F_sXGP_1.4 1400 

周波数軸上の影響度 (②＋③)／① 1.28 

 

 

２．４ 影響度のまとめ 

以上の影響度の計算結果をまとめると下表のとおりとなる。なお、PHS と sXGP はフレー

ム周期が異なるため、同じ周波数帯では共存不可となる。 

 

表参７－２０ 時間軸上及び周波数軸上の影響 

項目 
時間軸上の 

影響度 

周波数軸上の

影響度 

DECT が PHS へ与える影響度 0.66 7.00 

PHS が DECT へ与える影響度 2.09 1.17 

sXGP(1.4M)が DECT へ与える影響度 2.34 1.81 

DECT が sXGP(1.4M)へ与える影響度 1.27 2.23 

sXGP(５M)が DECT へ与える影響度 2.34 3.89 

DECT が sXGP(５M)へ与える影響度 1.27 1.35 

sXGP(５M)が sXGP(1.4M)へ与える影響度 2.00 4.57 

sXGP(1.4M)が sXGP(５M)へ与える影響度 2.00 1.28 

sXGP が PHS へ与える影響度 共存不可 

 



122 
 

３ 共用時における利用可能なチャネル数の計算 

各方式が共存したときのそれぞれの方式における利用可能なチャネル数を計算する。利用可

能なチャネル数は、各方式が単独で非同期設置された場合のチャネル数を時間軸上の影響度、

周波数軸上の影響度で除算することにより計算する。 

 

３．１ PHS、DECT 及び sXGP が共用しているときの利用可能チャネル数 

最も条件が厳しい PHS、DECT 及び sXGP の３方式が共存している場合の利用可能チャネ

ル数を求める。このとき PHS は制御チャャネルとして新たに追加される ch35 及び ch37 を利

用していることを前提とする。 

 

DECT
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図 参７－５ ３方式が共存しているときの共存状態 
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 (1) PHS の利用可能チャネル数 

 PHS の利用可能チャネル数の計算結果を下表に示す。単独、非同期時のチャネル数は表 

参７－２の最悪配置にて計算した。 

 

表 参７－２１ PHS の共存時の利用可能チャネル数 

PHS 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 
総ﾁｬﾈﾙ数 

単独,非同期

時のﾁｬﾈﾙ数 
時間軸上 
の影響度 

周波数軸上

の影響度 
共存時の利用

可能ﾁｬﾈﾙ数 

ch251～ch254   16 12 1.00 1.00 12 

ch255～ch5 DECT 24 18 0.66 7.00 3 

ch6～ch22 共存不可 60 45 共存不可 0 

ch23～ch34 DECT 48 36 0.66 7.00 7 

ch35～ch37   4 3 1.00 1.00 3 

合計   152 114     25 

 

 

(2) DECT の利用可能チャネル数 

DECT の利用可能チャネル数の計算結果を下表に示す。単独、非同期時のチャネル数は

表 参７－２の最悪配置にて計算した。 

 

表 参７－２２ DECT(1.4M)の共存時の利用可能チャネル数 

DECT 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 

総ﾁｬﾈﾙ数 
単独,非同期
時のﾁｬﾈﾙ数 

時間軸上 
の影響度 

周波数軸上
の影響度 

共存時の利用
可能ﾁｬﾈﾙ数 

F1 PHS 12 7 2.09 1.17 2 

F2～F4 sXGP(1.4M) 36 21 2.34 1.81 4 

F5～F6 PHS 24 14 2.09 1.17 5 

合計  72 42   11 

 

表 参７－２３ DECT(５M)の共存時の利用可能チャネル数 

DECT 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 
総ﾁｬﾈﾙ数 

単独,非同期
時のﾁｬﾈﾙ数 

時間軸上 
の影響度 

周波数軸上
の影響度 

共存時の利用
可能ﾁｬﾈﾙ数 

F1 PHS 12 7 2.09 1.17 2 

F2～F4 sXGP(５M) 36 21 2.34 3.89 2 

F5～F6 PHS 24 14 2.09 1.17 5 

合計   72 42     9 
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(3) sXGP の利用可能チャネル数 

sXGP の利用可能チャネル数の計算結果を下表に示す。単独、非同期時のチャネル数は

表 参７－２の平均配置にて計算した。 

 

表 参７－２４ sXGP の共存時の利用可能チャネル数 

sXGP 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 
総ﾁｬﾈﾙ数 

単独,非同期
時のﾁｬﾈﾙ数 

時間軸上 
の影響度 

周波数軸上
の影響度 

共存時の利用
可能ﾁｬﾈﾙ数 

sXGP(1.4M) 

#1～#3 
DECT 48 15 1.27 2.23 5 

sXGP(５M) 

#1 
DECT 64 22 1.27 1.35 12 

 

 

３．２ sXGP 同士が共存しているときの利用可能チャネル数 

sXGP(1.4)と sXGP(５M)が共存しているときのそれぞれの利用可能チャネル数の計算結

果を下表に示す。単独、非同期時のチャネル数は表 参７－２の平均配置にて計算した。 

sXGP
(1.4M)

#1 #2 #3

sXGP
(5M)

#1

 

 

図 参７－６ sXGP(1.4)と sXGP(５M)が共存しているときの共存状態 

 

表 参７－２５ sXGP 同士が共存しているときの利用可能チャネル数 

sXGP 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 
総ﾁｬﾈﾙ数 

単独,非同期
時のﾁｬﾈﾙ数 

時間軸上 
の影響度 

周波数軸上
の影響度 

共存時の利用
可能ﾁｬﾈﾙ数 

sXGP(1.4M) 

#1～#3 
sXGP(５M) 48 15 2.00 4.57 1 

sXGP(５M) 

#1 
sXGP(1.4M) 64 22 2.00 1.28 8 
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４ 呼損率の計算 

 前回報告書の記載の手順に従って、次のⅠ～Ⅲの３つの環境を想定してトラヒック計算

を行う。 

 

Ｉ．家庭用の端末密度が極めて高いと考えられるマンション群 

Ⅱ．事業所用の端末密度が極めて高いと考えられるオフィスビル街 

Ⅲ．事業所用の端末が高密度で配置される同一室内での混在利用 

 

各方式の無線回線計算に使用するパラメータを下表に示す。PHS、DECT については前回報

告書の内容に対して、子機側のアンテナ利得を想定し、送信アンテナ利得、受信アンテナ利得と

も２dBi とした。トラフィック計算では子機のパラメータを使用するため、sXGP 子機キャリアセンス

レベルについては、PHS のキャリアセンスレベルを受信帯域幅で換算した値を用いる。 

 

表 参７－２６ 無線回線計算に使用するパラメータ 

項目（単位） PHS DECT 
sXGP 

(1.4M) 

sXGP 

(５M) 

送信電力(dBm) 19.0 20.5 20.0 20.0 

送信アンテナ利得（dBi） 2 2 2 2 

送信給電系損失（dB） 0 0 0 0 

透過損失（dB） -20 -20 -20 -20 

受信給電系損失（dB） 0 0 0 0 

受信アンテナ利得（dBi） 2 2 2 2 

キャリアセンスレベル(dBm) -69 -62 -62 -56 

 

上記のパラメータより、各方式のキャリアセンスレベルまで減衰するのに必要な減衰量を計算

し、そこから干渉距離を求める。干渉距離からセルの繰返し距離を設定し、それを半径とする円

のセル内に加わる呼量を計算する。その呼量と各方式が利用可能なチャネル数からアーラン B

式により呼損率を求める。 
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４．１ 家庭用の端末密度が極めて高いと考えられるマンション群における呼損率 

 ４．１ 家庭用の端末密度が極めて高いと考えられるマンション群では、最繁時呼量、最繁時呼量

密度は、前回報告書に記載の下表の数値とする。 

 

表 参７－２７ トラフィック計算に使用するパラメータ 

項目（単位） 数値 

最繁時呼量（erl） 0.1 

最繁時呼量密度（erl/km2） 1667 

 

４．１．１ PHS、DECT、sXGP の３方式が共存している場合の呼損率（環境Ⅰ） 

 無線回線計算に使用するパラメータから、各方式のキャリアセンスレベルまで減衰するの

に必要な減衰量の計算結果を下表に示す。 

 

表 参７－２８ 各方式間の必要減衰量 

項目（単位） PHS DECT 
sXGP 

(1.4M) 

sXGP 

(５M) 

PHS からの必要減衰量(dB) 72.0 65.0 65.0 59.0 

DECT からの必要減衰量(dB) 73.5 66.5 66.5 60.5 

sXGP(1.4M）からの必要減衰量(dB) 73.0 66.0 66.0 － 

sXGP(５M)からの必要減衰量(dB) 73.0 66.0 － 60.0 

必要減衰量の最大値（dB） 73.5 66.5 66.5 60.5 

 

 上表の最大の必要減衰量より干渉距離を求め、各方式の周波数繰返し距離を設定する。

周波数繰返し距離は、干渉距離に一律６m のマージン（自由空間伝搬損で 53.5dB に相

当）を見込んだ値とする。計算した結果を下表に示す。 

干渉距離の計算で用いた無線伝搬モデルは図 参７－７のとおり前回報告書で使用し

たものを適用した。 

 

表 参７－２９ 干渉距離と周波数繰返し距離 

  
PHS DECT sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

Lint Lrep Lint Lrep Lint Lrep Lint Lrep 

高層-高層 L1 59.4 65.4 26.5 32.5 26.5 32.5 13.3 19.3 

高層-低層 L2 34.5 40.5 22.6 28.6 22.6 28.6 15.7 21.7 

低層-低層 L3 11.1 17.1 7.2 13.2 7.2 13.2 5.0 11.0

 Lint：干渉距離(m)、Lrep：繰返し距離(m) 
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hb

hroof
hm

高層－高層

高層－低層

低層－低層

hb＝20ｍ、hroof＝10m、hm＝2m、建物間隔ｂ＝40m、道路幅Ｗ＝20m、道路角θ＝90°

高層－高層伝搬 自由空間モデル
高層－低層伝搬 Walfisch‐池上モデル（中小都市）
低層－低層伝搬 Walfisch‐池上モデル（中小都市）

壁透過損失10dB

 

図 参７－７ マンション群の無線伝搬モデル 

 

各伝搬路の周波数繰返し距離から等価繰返し距離（Leq）を計算し、これを半径とする円

内に加わる呼量を計算する。等価繰返し距離は表 参７－２９の結果より前回報告書と同様

次の計算式により求める。 

Leq＝(2/8)×L1 + (4/8)×L2 + (2/8)×L3 

最繁時呼量は、参７－２６のトラヒック密度を３方式に均等に分配し、これに等価繰返し距

離を半径とする円の面積を乗じて求める。計算した結果を下表に示す。 

 

表 参７－３０ 等価繰返し距離と最繁時呼量 

 PHS DECT sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

等価繰返し距離 Leq（m） 40.9 25.7 25.7 34.7 

最繁時呼量（erl） 2.92 1.16 1.16 0.59 

 

上表で求めた呼量に対して PHS、DECT、sXGP が共存する場合の利用可能なチャネル数

との関係から、それぞれの呼損率を計算する。計算した結果を下表に示す。 

 

表 参７－３１ PHS、DECT、sXGP（1.4M）が共存する場合の呼損率（環境Ⅰ） 

PHS DECT sXGP(1.4M) 

最繁時呼量(erl) 2.92 1.16 1.16 

利用可能総チャネル数(平均） 25 11 5 

呼損率 1.45E-15 3.88E-08 5.42E-03 

 

表 参７－３２ PHS、DECT、sXGP（５M）が共存する場合の呼損率（環境Ⅰ） 

PHS DECT sXGP(５M) 

最繁時呼量(erl) 2.92 1.16 0.59 

利用可能チャネル数(平均） 25 9 12 

呼損率 1.45E-15 3.20E-06 2.18E-12 
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４．１．２ sXGP 同士の共存の場合の呼損率（環境Ⅰ） 

 

sXGP が単独で存在する場合の呼損率を計算する。この場合、sXGP(1.4M)及び

sXGP(５M)がそれぞれ単独で存在する場合と sXGP(1.4M)と sXGP(５M)が混在する場合

の呼損率を求める。sXGP(1.4M)と sXGP(５M)が混在する場合は、トラヒックをそれぞれ均

等に配分する。計算方法は４．１．１と同じであり、計算過程の結果を以下に示す。 

 

表 参７－３３ 各方式間の必要減衰量 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

必要減衰量(dB) 66.0 60.0 66.0 60.0 

 

表 参７－３４ 干渉距離と周波数繰返し距離 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4) sXGP(５M)

Lint Lrep Lint Lrep Lint Lrep Lint Lrep 

高層-高層 L1 25.1 31.1 12.6 18.6 25.1 31.1 12.6 18.6 

高層-低層 L2 21.9 27.9 15.2 21.2 21.9 27.9 15.2 21.2 

低層-低層 L3 7.0 13.0 4.9 10.9 7.0 13.0 4.9 10.9 

 Lint：干渉距離(m)、Lrep：繰返し距離(m) 

 

表 参７－３５ 等価繰返し距離と最繁時呼量 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

等価繰返し距離 Leq（m） 25.0 18.0 25.0 32.6 

最繁時呼量（erl） 3.27 1.69 1.63 0.85 

 

表 参７－３６ sXGP 同士が共存する場合の呼損率（環境Ⅰ） 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

最繁時呼量(erl) 3.27 1.69 1.63 0.85 

利用可能チャネル数(平均） 15 22 1 8 

呼損率 1.49E-06 1.73E-17 6.20E-01 2.79E-06 
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４．２ 事業所用の端末密度が極めて高いと考えられるオフィスビル街における呼損率 

 

４．２ 事業所用の端末密度が極めて高いと考えられるオフィスビル街では、最繁時呼量、最繁時

呼量密度は、前回報告書に記載の下表の数値とする。 

 

表 参７－３７ トラフィック計算に使用するパラメータ 

項目（単位） 数値 

最繁時呼量（erl） 0.2 

最繁時呼量密度（erl/km2） 7,500 

 

４．２．１ PHS、DECT、sXGP の３方式が共存している場合の呼損率（環境Ⅱ） 

 無線回線計算に使用するパラメータから、各方式のキャリアセンスレベルまで減衰するの

に必要な減衰量の計算結果を下表に示す。 

 

表 参７－３８ 各方式間の必要減衰量 

項目（単位） PHS DECT 
sXGP 

(1.4M) 

sXGP 

(５M) 

PHS からの必要減衰量(dB) 72.0 65.0 65.0 59.0 

DECT からの必要減衰量(dB) 73.5 66.5 66.5 60.5 

sXGP(1.4M）からの必要減衰量(dB) 73.0 66.0 66.0 － 

sXGP(５M)からの必要減衰量(dB) 73.0 66.0 － 60.0 

必要減衰量の最大値（dB） 73.5 66.5 66.5 60.5 

 

 上表の最大の必要減衰量より干渉距離を求め、各方式の周波数繰返し距離を設定する。

周波数繰返し距離は、干渉距離に一律６m のマージン（自由空間伝搬損で 53.5dB に相

当）を見込んだ値とする。計算した結果を下表に示す。 

干渉距離の計算で用いた無線伝搬モデルは図 参７－８のとおり前回報告書で使用し

たものを適用した。 

 

表 参７－３９ 干渉距離と周波数繰返し距離 

  
PHS DECT sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

Lint Lrep Lint Lrep Lint Lrep Lint Lrep 

高層-高層 L1 59.4 65.4 26.5 32.5 26.5 32.5 13.3 19.3 

高層-低層 L2 25.9 31.9 16.9 22.9 16.9 22.9 11.8 17.8 

低層-低層 L3 6.1 12.1 4.7 10.7 4.7 10.7 3.3 9.3 

フロア間 L4 6.8 12.8 4.0 10.0 4.0 10.0 2.5 8.5 

 Lint：干渉距離(m)、Lrep：繰返し距離(m) 
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hb

hroof
hm

高層－高層

高層－低層

低層－低層

hb＝40ｍ、hroof＝20m、hm＝2ｍ、建物間隔ｂ＝40m、道路幅Ｗ＝20m、道路角θ＝90°

高層－高層伝搬 自由空間モデル
高層－低層伝搬 Walfisch‐池上モデル（大都市）
低層－低層伝搬 Walfisch‐池上モデル（大都市）
フロア間伝搬 ITU-R P.1238-6屋内伝搬モデル

壁透過損失10dB

フロア間

 
図 参７－８ オフィスビル群の無線伝搬モデル 

 

各伝搬路の周波数繰返し距離から等価繰返し距離（Leq）を計算し、これを半径とする円

内に加わる呼量を計算する。等価繰返し距離は表 参７－３９の結果より前回報告書と同様

次の計算式により求める。 

Leq＝(2/12)×L1 + (4/12)×L2 + (2/12)×L3＋(4/12)×L4 

最繁時呼量は、参７－２６のトラヒック密度を３方式に均等に分配し、これに等価繰返し距

離を半径とする円の面積を乗じて求める。計算した結果を下表に示す。 

 

表 参７－４０ 等価繰返し距離と最繁時呼量 

 PHS DECT sXGP(1.4M) sXGP(５M)

等価繰返し距離 Leq（m） 27.8 18.2 18.2 13.5 

最繁時呼量（erl） 6.07 2.59 2.59 1.44 

 

上表で求めた呼量に対して PHS、DECT、sXGP が共存する場合の利用可能なチャネル数

との関係から、それぞれの呼損率を計算する。計算した結果を下表に示す。 

 

表 参７－４１ PHS、DECT、sXGP（1.4M）が共存する場合の呼損率（環境Ⅱ） 

PHS DECT sXGP(1.4M)

最繁時呼量(erl) 6.07 2.59 2.59 

利用可能総チャネル数(平均） 25 11 5 

呼損率 5.66E-09 6.69E-05 7.68E-02 

 

表 参７－４２ PHS、DECT、sXGP（５M）が共存する場合の呼損率（環境Ⅱ） 

PHS DECT sXGP(５M) 

最繁時呼量(erl) 6.07 2.59 1.44 

利用可能チャネル数(平均） 25 9 12 

呼損率 5.66E-09 1.09E-03 3.80E-08 
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４．２．２ sXGP 同士の共存の場合の呼損率（環境Ⅱ） 

 

sXGP が単独で存在する場合の呼損率を計算する。この場合、sXGP(1.4M)及び

sXGP(５M)がそれぞれ単独で存在する場合と sXGP(1.4M)と sXGP(５M)が混在する場合

の呼損率を求める。sXGP(1.4M)と sXGP(５M)が混在する場合は、トラヒックをそれぞれ均

等に配分する。計算方法は４．２．１と同じであり、計算過程の結果を以下に示す。 

 

表 参７－４３ 各方式間の必要減衰量 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

必要減衰量(dB) 66.0 60.0 66.0 60.0 

 

表 参７－４４ 干渉距離と周波数繰返し距離 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

Lint Lrep Lint Lrep Lint Lrep Lint Lrep 

高層-高層 L1 25.1 31.1 12.6 18.6 25.1 31.1 12.6 18.6 

高層-低層 L2 16.4 22.4 11.4 17.4 16.4 22.4 11.4 17.4 

低層-低層 L3 3.9 9.9 3.2 9.2 4.6 10.6 3.2 9.2 

フロア間 L4 3.8 9.8 2.4 8.4 3.8 9.8 2.4 8.4 

 Lint：干渉距離(m)、Lrep：繰返し距離(m) 

 

表 参７－４５ 等価繰返し距離と最繁時呼量 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

等価繰返し距離 Leq（m） 17.6 13.2 17.7 13.2 

最繁時呼量（erl） 7.27 4.12 3.68 2.06 

 

表 参７－４６ sXGP 同士が共存する場合の呼損率（環境Ⅱ） 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

最繁時呼量(erl) 7.27 4.12 3.68 2.06 

利用可能チャネル数(平均） 15 22 1 8 

呼損率 4.47E-03 4.96E-10 7.86E-01 1.03E-03 
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４．３ 事業所用の端末が高密度で配置される同一室内での混在利用 

端末が高密度で配置される同一室内での混在利用では、最繁時呼量、最繁時呼量密度は、

前回報告書に記載の下表の数値とする。また、最繁時呼量密度は局所的に発生すると想定し、

高密度化の手法を採用しているため、同様の手順で検討を行う。 

 

表 参７－４７ トラフィック計算に使用するパラメータ 

項目（単位） 数値 

最繁時呼量（erl） 0.2 

最繁時呼量密度（erl/km2） 25,000 

 

 前回報告書では、事業所用の端末が高密度で配置される同一室内での混在利用において

は、以下の２点を前提としている。 

・同期運用されている 

・隣接するキャリアは通信チャネルとして利用不可 

これを前提とした利用可能チャネル数を計算する。利用可能チャネル数は各方式が単独で同

期設置された場合のチャネル数を時間軸上の影響度、周波数軸上の影響度で除算することに

より計算する。また各方式で隣接するキャリアは通信チャネルとして利用不可の条件より通話

チャネルとして適用できるキャリア数を制限する。計算結果を以下に示す。 

 

表 参７－４８ PHS の共存時の利用可能チャネル数（同期運用時） 

PHS 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 
総ﾁｬﾈﾙ数 

単独,同期時

のﾁｬﾈﾙ数 
時間軸上 
の影響度 

周波数軸上

の影響度 
共存時の利用

可能ﾁｬﾈﾙ数 

ch251～ch254   16 8 1.00 1.00 8 

ch255～ch5 DECT 24 12 0.66 7.00 2 

ch6～ch22 共存不可 60 30 共存不可 0 

ch23～ch34 DECT 48 24 0.66 7.00 5 

ch35～ch37   4 4 1.00 1.00 4 

合計   152 78     19 

 

表 参７－４９ DECT(1.4M)の共存時の利用可能チャネル数（同期運用時） 

DECT 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 
総ﾁｬﾈﾙ数 

単独,同期時
のﾁｬﾈﾙ数 

時間軸上
の影響度

周波数軸上
の影響度 

共存時の利用
可能ﾁｬﾈﾙ数 

F1 PHS 12 12 2.09 1.17 4 

F2～Ｆ4 
（F3 のみ使用）

sXGP(1.4M) 36 12 2.34 1.81 2 

F5～F6 
（F5 のみ使用）

PHS 24 12 2.09 1.17 4 

合計   72 36     10 

133 
 

表 参７－５０ DECT(５M)の共存時の利用可能チャネル数（同期運用時） 

DECT 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 
総ﾁｬﾈﾙ数 

単独,同期時
のﾁｬﾈﾙ数 

時間軸上 
の影響度 

周波数軸上
の影響度 

共存時の利用
可能ﾁｬﾈﾙ数 

F1 PHS 12 12 2.09 1.17 4 

F2～Ｆ4 
（F3 のみ使用）

sXGP(５M) 36 12 2.34 3.89 1 

F5～F6 
（F5 のみ使用）

PHS 24 12 2.09 1.17 4 

合計   72 36     9 

 

表 参７－５１ sXGP の他方式との共存時の利用可能チャネル数（同期運用時 

sXGP 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 
総ﾁｬﾈﾙ数 

単独,同期時
のﾁｬﾈﾙ数 

時間軸上 
の影響度 

周波数軸上
の影響度 

共存時の利用
可能ﾁｬﾈﾙ数 

sXGP(1.4M) 
#1、#3 のみ使用

DECT 48 32 1.27 2.23 11 

sXGP(５M) 
#1 

DECT 64 64 1.27 1.35 37 

 

表 参７－５２ sXGP 同士の共存時の利用可能チャネル数（同期運用時） 

sXGP 
ｷｬﾘｱ番号 

共存方式 
単独の 

総ﾁｬﾈﾙ数 
単独,同期時
のﾁｬﾈﾙ数 

時間軸上 
の影響度 

周波数軸上
の影響度 

共存時の利用
可能ﾁｬﾈﾙ数 

sXGP(1.4M) 
#1、#3 のみ使用

sXGP(５M) 48 32 2.00 4.57 3 

sXGP(５M) 
#1 

sXGP(1.4M) 64 64 2.00 1.28 25 

 

 

４．３．１ PHS、DECT、sXGP の３方式が共存している場合の呼損率（環境Ⅲ） 

各方式の等価繰返し距離（Leq）については４．２のオフィスビル街の結果を使用し、さらに

高密度化後の等価繰返し距離（Leq_h）を計算する。最繁時呼量は、参７－４６のトラヒック

密度を３方式に均等に分配し、これに高密度化後の等価繰返し距離（Leq_h）を半径とする

円の面積を乗じて求める。計算した結果を下表に示す。 

 

表 参７－５３ 高密度化後の繰返し距離と最繁時呼量時 

  PHS DECT sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

Leq（m） 27.8 18.2 18.2 13.5 

高密度化後の Leq_h（m) 15.2 10.0 10.0 7.4 

最繁時呼量（erl） 6.07 2.59 2.59 1.44 

Leq：繰返し距離(m)、Leq_h：高密度化後の繰返し距離(m)
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 表 参７－５３で求めた呼量に対して、同期運用した場合の各方式の利用可能なチャネル

数との関係から、それぞれの呼損率を計算する。計算した結果を下表に示す。 

 

表 参７－５４ PHS、DECT、sXGP（1.4M）が共存する場合の呼損率（環境Ⅲ） 

 PHS DECT sXGP(1.4M) 

最繁時呼量(erl) 6.07 2.59 2.59 

利用可能チャネル数(同期） 19 10 11 

呼損率 1.44E-05 2.84E-04 6.69E-05 

 

表 参７－５５ PHS、DECT、sXGP（５M）が共存する場合の呼損率（環境Ⅲ） 

 PHS DECT sXGP(５M) 

最繁時呼量(erl) 6.07 2.59 1.44

利用可能チャネル数(同期） 19 9 37

呼損率 1.44E-05 1.09E-03 1.11E-38

 

４．３．２ sXGP 同士の共存の場合の呼損率（環境Ⅲ） 

sXGP が単独で存在する場合の呼損率を計算する。この場合、sXGP(1.4M)及び

sXGP(５M)がそれぞれ単独で存在する場合と sXGP(1.4M)と sXGP(５M)が混在する場合

の呼損率を求める。sXGP(1.4M)と sXGP(５M)が混在する場合は、トラヒックをそれぞれ均

等に配分する。計算方法は４．３．１と同じであり、計算過程の結果を以下に示す。 

 

表 参７－５６ 最繁時呼量時に必要な通信チャネル数 

 
単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

Leq（m） 17.6 13.2 17.7 13.2 

高密度化後の Leq_h（m) 9.6 7.2 9.7 7.2 

最繁時呼量（erl） 7.27 4.12 3.68 2.06 

 Leq：繰返し距離(m)、Leq_h：高密度化後の繰返し距離(m) 

 

表 参７－５７ sXGP 同士が共存する場合の呼損率（環境Ⅲ） 

 単一 混在 

sXGP(1.4M) sXGP(５M) sXGP(1.4M) sXGP(５M) 

最繁時呼量(erl) 7.27 4.12 3.68 2.06 

利用可能チャネル数(同期) 32 64 3 25 

呼損率 9.79E-12 3.07E-52 4.21E-01 5.91E-19 
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参考資料８ 自営 PHS 方式と DECT 方式の共存時の電波干渉の例と運用方法に関す

るルール例 

 

自営 PHS 方式と DECT 方式との共存環境において、自営 PHS 方式のキャリアセンスの

タイミング及び DECT 方式で利用される一部のバースト信号の送信時間との関係から、自

営 PHS 方式が通話チャネルを空きと判断しても実際には DECT 方式が使用中であって、

確率的に電波干渉が発生することが報告されている。今回の自営 PHS 方式及び DECT 方

式の技術的条件の見直しによって電波干渉の確率が増えてシステムの運用に支障をきたす

ような事態は避けなければならない。そこで課題を整理して、共用条件を守った上での運

用上の課題であるならば、運用ルールを定めるなどの対応策を検討する。 

 

１．自営 PHS 方式の通話チャネル割当て時におけるキャリアセンス問題 

＜問題＞ 

自営 PHS 方式と DECT 方式の混在環境下で、自営 PHS 方式はキャリアセンスレベル

を超える DECT 方式の信号（主に短いバースト長の制御チャネル）を検知できずに通話

チャネルを割当て、双方に電波干渉が発生することがある。 

＜原因＞ 

キャリアセンス規定では利用するチャネルにおいて受信電力を監視することになって

いるが、自営 PHS 方式は自身のバースト長（625 マイクロ秒）を意識したキャリアセン

スを行う運用となっており、他方式のバースト長が自身のバースト長の約 1/2 の長さ以

下だと監視タイミングによっては検知できないことがあるため。 

＜対処策＞ 

規定ではなく運用上の課題であるため、現行制度における自営 PHS 方式及び DECT

方式の無線局は双方が電波干渉を許容して、運用によって回避する努力を行う。以下に

現在対処されている運用方法を示す。 

(1) 自営 PHS 方式 

ア 通話チャネル設定に失敗した場合、別の通話チャネルを割当て直し再試行する 

イ DECT 方式の周波数利用規制（混在環境下では F1 及び F5 に限定される）を意

識して通話チャネルの割当てを行う 

(2) DECT 方式 

ア 短いバースト長の制御チャネルで電波干渉を検出した場合、別のスロット若し

くは周波数を選択して制御チャネルの場所を移動する 

イ 送信電力制御や電波を発射しない展示モードを設け、環境に応じて適切な電波

発射の強度とする 

DECT 方式の無線局が新制度に対応した場合、チャネル送信条件の見直しにより F1

から F6 の全ての周波数が利用可能（F3 及び F4 は送信電力規制あり）となるため、現

行の運用でも電波干渉の発生確率が増加しないよう、新たな運用方法を検討する必要が

ある。自営 PHS 方式の無線局でキャリアセンス手段を変更することも考えられるが、既
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に設置済みの機器を変更することは困難であるため、新制度に対応する DECT 方式の無

線局で対処することが望ましい。対処方法としては、バースト長の短い信号を送信しな

い又は送信する場合は使用する周波数を制限するなどがある。 

 

２．DECT 方式のフレームフォーマット 

 図 参８－１に DECT 方式の標準スロットフォーマット、図 参８－２に制御チャネル

のスロットフォーマット、図 参８－３に通話チャネルのスロットフォーマットを示す。 

 

図 参８－１ DECT 方式の標準スロットフォーマット 

 

 

図 参８－２ DECT 方式の制御チャネルのスロットフォーマット 
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図 参８－３ DECT 方式の通話チャネルのスロットフォーマット 

 

３．自営 PHS 方式のキャリアセンスタイミング 

規定では、使用予定スロットの内側に既存バーストを検出したらキャリア有りと判定

することになっているが、民間規格の ARIB 標準ではキャリアセンス位置の例として、

測定ポイントを前中後の 3 点に離散化してあり、標準規格に準拠した自営 PHS 方式の無

線局は例示にしたがって実装されている。図 参８－４に自営 PHS 方式の子機のキャリ

アセンス位置の例及び図 参８－５に自営 PHS 方式の親機のキャリアセンス位置の例を

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 参８－４ 自営 PHS 方式の子機のキャリアセンス位置の例 
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図 参８－５ 自営 PHS 方式の親機のキャリアセンス位置の例 

 

 離散的な測定ポイントの位置と同期タイミングによっては、他方式の短いバースト長

の信号を検出できないことがあることが分かる。 

 

 ４．実際に実装されている PHS 方式のキャリアセンスの測定間隔 

代表的な PHS 方式の製造メーカにヒアリングを行い、各社のキャリアセンスの測定間隔

を調査した。調査結果は表 参８－１のとおりである。 

 

表 参８－１ PHS 方式における各社のキャリアセンスの測定間隔 

 親機 子機 

A 社 ― 299µｓ 

B 社 505µｓ 367µｓ 

C 社 286µｓ 286µｓ 

D 社 286µｓ 499µｓ 

E 社 273µｓ 286µｓ 

F 社 294µｓ 302µｓ 

G 社 ― 338µｓ 

H 社 322µｓ 297µｓ 

 

以上の結果より、DECT 方式の制御信号についてはどのメーカの機器についても検知不

可の場合がある。DECT 方式の通話信号については、B 社の親機と D 社の子機を組み合
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わせて使用した場合、検知できない場合がある。空きスロットの検知は親機及び子機の

双方で行うので、同一メーカの親子の組合せであれば検知可能であるが、ARIB の標準規

格に準拠した機器は親機及び子機の組合せは自由に選べるため、一部の組合せによって

は検知ができない場合がある。 

 

５．PHS 方式が DECT 方式の制御チャネルの存在を見誤ってしまう確率の検討 

 自営 PHS 方式が通話チャネルを空きと判断しても実際には DECT 方式が使用中であ

る確率は、以下の確率を掛け合わせたものになる。 

(1) 周波数軸上で重なる確率 

(2) 時間軸上で PHS 方式が DECT 方式の制御チャネルを検知できない確率 

 

(1) 周波数軸上で重なる確率 

 現行規定では、自営 PHS 方式と DECT 方式が共存した場合、DECT 方式は 2 波、

自営 PHS 方式は 40 波の利用が可能であり、キャリア周波数間隔は DECT 方式が自営

PHS 方式の約 6 倍（1,728kHz：300kHz）である。 

したがって、自営 PHS 方式が通話チャネルを設定する際に DECT 方式が制御チャネ

ルとして利用中の周波数と重なる確率は、1/40 * 1/2 * 6 = 3/40 = 0.075 である。 

 

(2) 時間軸上で PHS 方式が DECT 方式の制御チャネルを検知できない確率 

 自営 PHS 方式と DECT 方式のフレームフォーマット及び自営 PHS 方式のキャリア

センスのタイミングと DECT 方式の制御チャネルバーストの送信時間との時間関係を

図参 ８－６に示す。なお、簡素化して考えるために、自営 PHS 方式がキャリアセン

スを行うタイミングを使用スロットの前中後の位置とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図参 ８－６ PHS/DECT 方式のフレームフォーマットと時間的位置関係 
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DECT 方式の親機が共存環境下で 1 台存在すると制御チャネルが 1 つ使用される。

この場合、自営 PHS 方式が DECT 方式の制御チャネルの短いバースト信号を検知で

きない時間は 10ms 中の 917 マイクロ秒であるため、確率にすると約 0.1 となる。 

 

 (1)及び(2)の結果から、自営 PHS 方式が通話チャネルを空きと判断しても実際には

DECT 方式が使用中である確率は、約 0.0075 となる。 

 DECT 方式の制度見直しにより空中線電力を制御しない場合は、利用可能な周波数が 2

波増えるため、周波数軸上で重なる確率も 2 倍の 0.15 となる。したがって、この場合に

自営 PHS 方式が通話チャネルを空きと判断しても実際には DECT 方式が使用中である

確率は、約 0.015 となる。 

 大手量販店のように狭い場所に多くの DECT 方式の親機が設置してある環境において、

DECT 方式の親機が空中線電力を制御せずに電波を発射する場合には、自営 PHS 方式の

通話チャネル設定に干渉影響を与えないよう配慮することが必要である。 

 

 

 


